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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：令和４年８月１０日（令和４年（行情）諮問第４６５号），令和５年

１月１６日（令和５年（行情）諮問第１９号）及び同日（同第２０

号） 

答申日：令和６年６月７日（令和６年度（行情）答申第１２５号ないし同第１

２７号） 

事件名：重要土地等調査法施行準備室が管理する行政文書ファイルのうち公表

されていない行政文書ファイルにつづられた文書の開示決定に関す

る件（文書の特定） 

    重要土地等調査法施行準備室が管理する行政文書ファイルのうち公表

されていない行政文書ファイルにつづられた文書の一部開示決定に

関する件 

    特定の開示決定等で「残りの部分」とされた文書の一部開示決定に関

する件 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙１に掲げる文書（以下，順に「本件請求文書１」及び「本件請求文

書２」といい，併せて「本件請求文書」という。）の各開示請求（以下，

順に「本件開示請求１」及び「本件開示請求２」といい，併せて「本件各

開示請求」という。）に対し，別紙２，別紙３及び別紙５に掲げる文書

（以下，順に「本件対象文書１」ないし「本件対象文書３」といい，併せ

て「本件対象文書」という。）を特定し，その全部を開示した決定及びそ

の一部を不開示とした各決定については，本件対象文書を特定したことは

妥当であるが，別紙７に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し，令和４年５月９日付け閣副第５６０

により内閣官房副長官補（以下「内閣官房副長官補」又は「処分庁１」と

いう。）が行った開示決定（以下「原処分１」という。），同年９月３０

日付け府政土第６７号により内閣府政策統括官（重要土地担当）（以下

「内閣府政策統括官（重要土地担当）」又は「処分庁２」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分２」という。）及び同日付け同第６８号

により処分庁２が行った一部開示決定（以下「原処分３」といい，「原処

分１」ないし「原処分３」を併せて「原処分」という。）について，審査

請求する。 
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２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，各審査請求書によると，おお

むね以下のとおりである。 

（１）審査請求書１（令和４年（行情）諮問第４６５号）（原処分１の関

係） 

紙媒体についても特定を求めるについて 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ 

きである。（原文ママ） 

 （２）審査請求書２（令和５年（行情）諮問第１９号及び同第２０号）（原

処分２及び原処分３の関係） 

   ア 一部に対する不開示決定の取消しについて 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

   イ 不開示処分の対象部分の特定を求めるについて 

     開示決定通知書での表現では，具体的な箇所を知ることができない。

これでは総務省情報公開・個人情報保護審査会の審議において意見

を申し立てるに当たって具体的な箇所の特定に支障が生じるもので

ある。 

またこのような表現では，交付された複写に本来不開示とされてい

ない箇所に誤って被膜が施されても審査請求人は確認することがで

きない。 

更に「情報公開事務処理の手引」が，「部分開示（部分不開示）の

範囲（量）が明確になるように開示を実施する必要がある」（２４

頁）と定めており，「部分開示（部分不開示）の範囲（量）が明

確」になっているかを確認する上でも不開示箇所の具体的な特定が

求められる。 

   ウ 他に文書がないか確認を求めるについて 

     審査請求人は確認するすべを持たないので，特定された文書に漏れ

がないか，念のため確認を求める次第である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書１（令和４年（行情）諮問第４６５号）（原処分１の関係） 

   令和４年５月１２日付けで提起された処分庁１による原処分１に対する

審査請求について，下記の理由により，これを棄却すべきであると考える。 

（１）本件審査請求（原処分１に係る審査請求に限る。）の趣旨及び理由に

ついて 

ア 審査請求の趣旨 

本件は，審査請求人が行った開示請求に対して，処分庁１において

原処分１を行ったところ，審査請求人から，「紙媒体についても特
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定を求める」として，原処分１の取り消しを求める審査請求が提起

されたものである。 

   イ 審査請求の理由 

審査請求書に記載された本件審査請求の理由は，次のとおりである。 

記録された内容を精査し，支障がない部分については開示すべきで

ある。 

（２）本件開示請求１及び原処分１について 

本件開示請求１は，本件請求文書１の開示を求めるものである。 

処分庁１においては，本件開示請求１について，内閣官房副長官補付

重要土地等調査法施行準備室（内閣官房副長官補付土地調査検討室が作

成又は取得した行政文書ファイルも引き継いで管理している。以下「担

当室」という。）の行政文書ファイル管理簿に記載されている行政文書

ファイルのうち本件開示請求の請求日（令和４年３月８日）時点でＨＰ

（ｅ－ＧＯＶ）にて未掲載であった行政文書ファイルの開示を求めるも

のと解し，開示請求に係る行政文書の特定を行ったが，特定した行政文

書が著しく大量であり，かつ，他の業務が著しく繁忙であるため，開示

請求から６０日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事

務の遂行に著しい支障が生じるおそれがあることから，法１１条の規定

を適用し，同年５月９日までに可能な部分について開示決定等を行い，

残りの部分については同年９月３０日までに開示決定等を行うこととし，

同年４月８日付け閣副第４３２号により，審査請求人にその旨通知した。 

そして，令和４年５月９日，処分庁１においては，本件開示請求の対

象文書の一部として「２１０４０５ 長官会見想定」（本件対象文書

１）を開示決定する原処分１を行った。 

（３）原処分１の妥当性について 

行政文書の電子的管理についての基本的な方針（平成３１年３月２５

日内閣総理大臣決定。以下「基本方針」という。）により，今後作成・

取得する行政文書については，「法令等の定めにより紙媒体での作成・

保存が義務付けられている場合や，電子的管理によってかえって業務が

非効率となる場合」を除き，「行政文書の所在把握，履歴管理や探索を

容易にするとともに，管理業務の効率化に寄与する観点から，電子媒体

を正本・原本として体系的に管理すること」とされており，内閣官房行

政文書管理規則（平成２３年４月１日内閣総理大臣決定。以下「管理規

則」という。）においても，基本方針を踏まえ，令和４年３月２５日に

一部改正を行い，６条５項において「法令等の定めにより紙媒体での作

成・保存が義務付けられている場合，電子的管理によってかえって業務

が非効率となる場合等を除き，電子媒体により作成又は取得することを

基本とする」と規定しているところ（同年４月１日施行）。 
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担当室においては，管理規則の一部改正前であるものの，基本方針の

趣旨を踏まえ，出勤簿及び休暇簿の一部並びにＩＣカード乗車券使用簿

（以下「出勤簿等」という。）を除き，職員が作成又は取得した行政文

書を電子媒体で保存することし，担当室の行政文書ファイル管理簿にお

いて各行政文書ファイル（出勤簿等を除く。）の「媒体の種別」を「電

子」として登録している。 

審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障がない部分について

は開示すべきである」との理由から，「紙媒体が存在すれば，それにつ

いても特定を求める」と主張するが，担当室においては，出勤簿等を除

き，行政文書を紙媒体で作成又は取得していないため，出勤簿等を除き，

紙媒体のみの行政文書は保有していない。 

また，審査請求人が本件審査請求において追加で開示を求める行政文

書が本件対象文書の紙媒体であったとしても，当該文書は，職員が電子

的に作成取得したものであって，その保存については，共有フォルダ内

に行政文書の記録用フォルダを作成し，その中に格納することにより行

っており，紙媒体は保有していない。 

よって，審査請求人の主張は当たらない。 

（４）結論 

以上のとおり，原処分１は妥当であり，審査請求人の主張には理由が

ないことから，本件審査請求は，これを棄却することが妥当であると考

える。 

２ 理由説明書２（令和５年（行情）諮問第１９号）（原処分２の関係）及

び理由説明書３（令和５年（行情）諮問第２０号）（原処分３の関係） 

   令和４年１０月１８日付けで提起された処分庁２による原処分２及び原

処分３に対する各審査請求について，下記の理由により，これを棄却すべ

きであると考える。 

（１）本件審査請求（原処分２及び原処分３に係る審査請求に限る。）の趣

旨及び理由について 

ア 各審査請求の趣旨 

本件は，審査請求人が内閣官房副長官補宛てに行った各開示請求に

対して，処分庁２において原処分２及び原処分３を行ったところ，

審査請求人から，「一部に対する不開示決定の取消し」，「不開示

箇所の特定を求める」，「他に文書がないか確認を求める」として，

原処分２及び原処分３の取り消しを求める審査請求が提起されたも

のである。 

イ 各審査請求の理由 

各審査請求書に記載された本件審査請求の理由は，次のとおりであ

る。 
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  （ア）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録されている内容を精査し，支障が生じない部分については開

示すべきである。 

（イ）不開示箇所の特定を求める。 

「記載部分」という表現では，具体的な箇所を知ることができな

い。これでは内閣府情報公開・個人情報保護審査会（原文ママ）の

審議において意見を申し立てるに当たって具体的な箇所の特定に支

障が生じるものである。 

またこのような表現では，交付された複写に本来不開示とされて

いない箇所に誤って被膜が施されても審査請求人は確認することが

できない。 

更に「情報公開事務処理の手引」が，「部分開示（部分不開示）

の範囲（量）が明確になるように開示を実施する必要がある」（２

４頁）と定めており，「部分開示（部分不開示）の範囲（量）が明

確」になっているかを確認する上でも不開示箇所の具体的な特定が

求められる。 

そこで最低限，不開示箇所のページを明らかするべきである。 

（ウ）他に文書がないか確認を求める。 

審査請求人は確認する手段を持たないため，開示請求対象に漏れ

がないか念のため確認を求める次第である。 

（２）本件開示請求１及び原処分２について 

本件開示請求１は，本件請求文書１の開示を求めるもので，内閣官房

副長官補宛てに請求されたものである。 

内閣官房副長官補においては，法１１条を適用し，「開示請求に係る

行政文書のうちの相当の部分」として，別紙２に掲げる文書（本件対象

文書１）を特定し，全部開示した上で，令和４年６月１日付けで開示対

象文書が処分庁２に移管されたことから，処分庁２に本件開示請求１に

係る事案を移送した。 

処分庁２においては，本件開示請求１に係る事案移送を受け，「残り

の部分」として，別紙３に掲げる文書（本件対象文書２）を特定し，別

表１のとおり，その一部を開示する原処分２を行い，審査請求人に通知

した。なお，法１４条３項の規定により，開示の実施申出は，正当な理

由がある場合を除き，「通知があった日から三十日以内にしなければな

らない」とされているところ，当該期間内に，審査請求人から，処分庁

２に対し，本件対象文書２の開示の実施申出はなされなかった。 

 （３）本件開示請求２及び原処分３について 

    本件開示請求２は，本件請求文書２の開示を求めるもので，内閣官房

副長官補宛てに請求されたものである。 
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内閣官房副長官補においては，令和４年６月１日付けで開示対象文書

が処分庁２に移管されたことから，処分庁２に本件開示請求２に係る事

案を移送した。 

処分庁２においては，本件開示請求２に係る事案移送を受け，法１１

条を適用し，「開示請求に係る行政文書のうちの相当の部分」として，

別紙４に掲げる文書（以下「先行開示文書」という。）を特定し，全部

開示した上で（以下，この処分を「先行決定」という。），「残りの部

分」として，別紙５に掲げる文書（本件対象文書３）を特定し，別表２

のとおり，その一部を開示する原処分３を行い，審査請求人に通知した。

なお，法１４条３項の規定により，開示の実施申出は，正当な理由があ

る場合を除き，「通知があった日から三十日以内にしなければならな

い」とされているところ，当該期間内に，審査請求人から，処分庁２に

対し，本件対象文書３の開示の実施申出はなされなかった。 

（４）原処分２及び原処分３の妥当性について 

ア 不開示情報該当性について（原文ママ） 

（ア）本件対象文書の特定の妥当性について 

処分庁２においては，本件開示請求を受けてから，執務室内の書

庫，保存用フォルダ内において，請求内容に係る行政文書ファイル

を探索して，別紙６に掲げる行政文書ファイルに綴られている文書

全てを特定した上で，原処分２及び原処分３を行った。 

また，本件審査請求を受けてから，改めて，請求にある資料につ

いて，執務室内の書庫，保存用フォルダ内において，請求内容に係

る行政文書ファイルを探索したが，本件対象文書以外の文書の存在

は一切確認されなかった。 

審査請求人は，「確認する手段を持たないため，開示請求対象に

漏れがないか念のため確認を求める次第である。」として，他に文

書がないか確認するように求めるが，上述のとおり，本件対象文書

のほかに本件開示請求に係る行政文書は保有していない。 

（イ）不開示部分の不開示情報該当性について 

処分庁２においては，本件対象文書２及び本件対象文書３につい

て，以下のとおり，法５条該当性を十分に検討した上で，原処分２

及び原処分３を行った。 

審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分

については開示すべきである。」と主張するが，原処分２及び原処

分３は，法５条該当性を十分に検討した結果であり，失当である。 

ａ 個人の氏名，印影及び住所について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「【審査請求書】０

３０７１９（閣副第１１２０号）」（別紙３及び別紙５に掲げ
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る文書４）等に記載された個人の氏名，印影及び住所について

は，請求者個人に関する情報であって，公にすることにより，

当該個人の権利利益を害するおそれがあるものであることから，

法５条１号に該当するため不開示とした。 

ｂ 出欠欄，集計欄及び備考欄について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「Ｒ３出勤簿」（別

紙３及び別紙５に掲げる文書２１）等に記載された出欠欄，集

計欄及び備考欄については職員の休暇に関する情報であり，各

職員の私生活の内容にかかわるものであることから，法５条１

号に規定される個人情報に該当し，かつ，これは同号ただし書

きハに該当するとは言えないため不開示とした。 

ｃ 期間欄，残日数・時間欄，理由欄，本人の確認欄，請求（申

出）月日欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄及

び備考欄について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「Ｒ３休暇簿（特別

休暇）」（別紙３及び別紙５に掲げる文書５２）等に記載され

た期間欄等については職員の休暇に関する情報であり，各職員

の私生活の内容にかかわるものであることから，法５条１号に

規定される個人情報に該当し，かつ，これは同号ただし書きハ

に該当するとは言えないため不開示とした。 

ｄ 期間欄，残日数・時間欄，本人の確認欄，請求月日欄，承認の

可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄，備考欄及び年次休暇

の日数（前年からの繰越し日数・本年分の日数）について 

本件対象文書である「Ｒ３休暇簿（年次休暇）」（別紙３及び

別紙５に掲げる文書５３）等に記載された期間欄等については

職員の休暇に関する情報であり，各職員の私生活の内容にかか

わるものであることから，法５条１号に規定される個人情報に

該当し，かつ，これは同号ただし書ハに該当するとは言えない

ため不開示とした。 

ｅ 期間欄，期間の連続性の有無等欄，理由欄，本人の確認欄，請

求月日欄，証明書類の有無欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間

管理員の確認欄及び備考欄について 

本件対象文書である「Ｒ３休暇簿（病気休暇）」（別紙３及び

別紙５に掲げる文書５４）等に記載された期間欄等については

職員の休暇に関する情報であり，各職員の私生活の内容にかか

わるものであることから，法５条１号に規定される個人情報に

該当し，かつ，これは同号ただし書きハに該当するとは言えな

いため不開示とした。 
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ｆ 官職，氏名，日，時間及び接種機関等名について 

本件対象文書である「新型コロナウイルス感染症に係る予防接

種等のために勤務しないことの承認願（一回目接種）」（別紙

３及び別紙５に掲げる文書５５）等に記載された官職，氏名，

日，時間及び接種機関等名については職員の休暇に関する情報

であり，各職員の私生活の内容にかかわるものであることから，

法５条１号に規定される個人情報に該当し，かつ，これは同号

ただし書きハに該当するとは言えないため不開示とした。 

ｇ 勤務を命ずる日及び当該日の勤務時間欄，業務の内容欄，振替

又は変更により週休日等とする日及び変更により４時間の勤務時

間を割振る事をやめた後の勤務時間等欄，命令月日欄，所属長印

欄，本人印欄，勤務時間管理員印欄及び備考欄について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「Ｒ３週休日振替等

命令簿」（別紙３及び別紙５に掲げる文書７１）等に記載され

た勤務を命ずる日及び当該日の勤務時間欄等については職員の

休暇に関する情報であり，各職員の私生活の内容にかかわるも

のであることから，法５条１号に規定される個人情報に該当し，

かつ，これは同号ただし書ハに該当するとは言えないため不開

示とした。 

ｈ 官職，氏名，日・時間欄，医療機関名欄及び主な検診項目欄に

ついて 

本件対象文書である「総合健診のために勤務しないことの承認

願」（別紙３及び別紙５に掲げる文書１２６）に記載された官

職，氏名，日・時間欄，医療機関名欄及び主な検診項目欄につ

いては職員の休暇に関する情報であり，各職員の私生活の内容

にかかわるものであることから，法５条１号に規定される個人

情報に該当し，かつ，これは同号ただし書ハに該当するとは言

えないため不開示とした。 

ｉ 氏名，出欠欄，集計欄及び備考欄について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「Ｒ４出勤簿」（別

紙３及び別紙５に掲げる文書１７０ないし文書１９２）等に記

載された職員の氏名については，当該個人の権利利益を害する

おそれがあるものであることから，法５条１号に該当するため

不開示とした。なお，当該職員の氏名については職員録（独立

行政法人国立印刷局編）（以下「職員録」という。）に掲載さ

れていないと認められることから，同号ただし書きイに該当し

ない。 

また，出欠欄，集計欄及び備考欄については職員の休暇に関す
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る情報であり，各職員の私生活の内容にかかわるものであるこ

とから，法５条１号に規定される個人情報に該当し，かつ，こ

れは同号ただし書きハに該当するとは言えないため不開示とし

た。 

ｊ 氏名，期間欄，残日数・時間欄，本人の確認欄，請求月日欄，

承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄，備考欄，年次

休暇の日数（前年からの繰越し日数・本年分の日数），集計欄，

期間の連続性の有無等欄，理由欄，証明書類の有無欄及び請求

（申出）月日欄，承認の可否欄について 

本件対象文書である「Ｒ４休暇簿」（別紙３及び別紙５に掲げ

る文書１９３及び文書１９４）に記載された職員の氏名につい

ては，当該個人の権利利益を害するおそれがあるものであるこ

とから，法５条１号に該当するため不開示とした。なお，当該

職員の氏名については職員録に当該職員の氏名は掲載されてい

ないと認められることから，同号ただし書きイに該当しない。 

また，期間欄等については職員の休暇に関する情報であり，各

職員の私生活の内容にかかわるものであることから，法５条１

号に規定される個人情報に該当し，かつ，これは同号ただし書

ハに該当するとは言えないため不開示とした。 

ｋ 出欠欄及び宛先について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２１０５０７併任

者勤務状況通知書」等（別紙３及び別紙５に掲げる文書２３１

ないし文書２４１）に記載された出欠欄及び宛先については職

員の休暇に関する情報であり，各職員の私生活の内容にかかわ

るものであることから，法５条１号に規定される個人情報に該

当し，かつ，これは同号ただし書きハに該当するとは言えない

ため不開示とした。 

ｌ 氏名，出欠欄及び宛先について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２２０３３１併任

者勤務状況通知書」（別紙３及び別紙５に掲げる文書２４２）

に記載された職員の氏名については，当該個人の権利利益を害

するおそれがあるものであることから，法５条１号に該当する

ため不開示とした。なお，当該職員の氏名については職員録に

当該職員の氏名は掲載されていないと認められることから，同

号ただし書イに該当しない。 

また，氏名，出欠欄及び宛先については職員の休暇に関する情

報であり，各職員の私生活の内容にかかわるものであることか

ら，法５条１号に規定される個人情報に該当し，かつ，これは
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同号ただし書ハに該当するとは言えないため不開示とした。 

ｍ 地方自治体議会議長等の印影について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「地方自治法に基づ

く意見書の例」（別紙３及び別紙５に掲げる文書３０６）等に

記載された印影については，当該団体等の長等が真意に基づい

て作成した真正な文書であることを示す機能を有しており，そ

のような印影を公にすれば，これを偽造され悪用されるなどし

て，当該団体の権利その他正当な利益を害するおそれがあるた

め法５条２号イに該当するため不開示とした。 

ｎ 行政機関の直通番号及びメールアドレスについて 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２１１２０７議員

事務所対応資料」（別紙３及び別紙５に掲げる文書３９４）に

記載された行政機関の直通番号及びメールアドレスについては，

これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用され，業

務上必要な連携や国の機関が必要とする緊急の連絡等に支障を

来すなど，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるため法５条６号柱書きに該当するため不開示とした。 

ｏ 出席議員名及び議事概要（出席議員の意見等）について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２１０３３１＿日

本維新の会・内閣部会」（別紙３及び別紙５に掲げる文書４２

１）等に記載された出席議員名については，国会議員の氏名で

あり特定の個人を識別することができることから法５条１号に

該当するため不開示とした。また，当該対象文書に記載のある

会議の国会議員の参加者については，公にされていないことか

ら，法５条１号ただし書きイにある，「法令の規定により又は

慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報」に該当しない。 

議事概要（出席議員の意見等）については，公開を前提にした

ものではなく，正確性が担保されていないことから，これを公

にすることにより，出席者の意見等が，発言者の意図とは異な

る内容で明らかになることにより，政党との間で信頼関係が損

なわれ，今後の事務に支障を生じるおそれがあることから，法

５条６号柱書きに該当するため不開示とした。 

ｐ 氏名について 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「別添１（特命委員

会役員名簿）」（別紙３及び別紙５に掲げる文書４７１）に記

載された出席議員名については，国会議員の氏名であり特定の

個人を識別することができることから法５条１号に該当するた
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め不開示とした。また，当該対象文書に記載のある会議の国会

議員の参加者については，公にされていないことから，法５条

１号ただし書イにある，「法令の規定により又は慣行として公

にされ，又は公にすることが予定されている情報」に該当しな

い。 

ｑ 指摘事項及び回答 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「特命委役員会指摘

事項への回答」（別紙３及び別紙５に掲げる文書４８８）に記

載された指摘事項及び回答については，公開を前提にしたもの

ではなく，正確性が担保されていないことから，これを公にす

ることにより，出席者の意見等が，発言者の意図とは異なる内

容で明らかになることにより，政党との間で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障を生じるおそれがあることから，法５条

６号柱書きに該当するため不開示とした。 

ｒ 会議内容記載部分 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「内閣第一部会・安

全保障と土地法制特別委員会，インナー会議メモ」（別紙３及

び別紙５に掲げる文書４９８）に記載された会議内容記載部分

については，公開を前提にしたものではなく，正確性が担保さ

れていないことから，これを公にすることにより，出席者の意

見等が，発言者の意図とは異なる内容で明らかになることによ

り，政党との間で信頼関係が損なわれ，今後の事務に支障を生

じるおそれがあることから，法５条６号柱書きに該当するため

不開示とした。 

ｓ 有識者名 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２０２１０４０９

外交・安保・主権調査会次第」（別紙３及び別紙５に掲げる文

書５２５）に記載された有識者名については，特定の個人を識

別することができることから法５条１号に該当するため不開示

とした。また，当該対象文書に記載のある会議の有識者の参加

者については，公にされていないことから，法５条１号ただし

書イにある，「法令の規定により又は慣行として公にされ，又

は公にすることが予定されている情報」に該当しない。 

ｔ 行政機関の直通番号及び個人の携帯電話番号 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２００９１８大臣

会見想定」（別紙３及び別紙５に掲げる文書５９８）等に記載

された特定の個人の携帯電話番号については，個人に関する情

報であって，公にすることにより，個人の権利利益を害するお



12 

それがあるものであることから，法５条１号に該当するため不

開示とした。 

本件対象文書２及び本件対象文書３に記載された行政機関の直

通番号については，国の機関が行う事務に関する情報であって，

これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用され，業

務上必要な連携や国の機関が必要とする緊急の連絡等に支障を

来すなど，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるため法５条６号柱書きに該当するため不開示とした。 

ｕ 行政機関の直通番号，個人の携帯電話番号及び参考資料に記載

されている個人氏名 

本件対象文書２及び本件対象文書３である「２０１２０４長官

会見想定」（別紙３及び別紙５に掲げる文書６１９）等に記載

された行政機関の直通番号については，国の機関が行う事務に

関する情報であって，これを公にすることにより，いたずらや

偽計等に使用され，業務上必要な連携や国の機関が必要とする

緊急の連絡等に支障を来すなど，国の機関の事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるため法５条６号柱書きに該当する

ため不開示とした。 

個人の携帯電話番号については，個人に関する情報であって，

公にすることにより，個人の権利利益を害するおそれがあるも

のであることから，法５条１号に該当するため不開示とした。 

参考資料に記載されている個人名については，国会議員の氏名

であり特定の個人を識別することができることから法５条１号

に該当するため不開示とした。また，当該対象文書の参考資料

に記載のある会議の国会議員の参加者については，公にされて

いないことから，法５条１号ただし書イにある，「法令の規定

により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報」に該当しない。 

（ウ）その他の主張 

審査請求人は，「開示決定通知書での表現では，具体的な箇所を

知ることができない。これでは総務省情報公開・個人情報保護審査

会の審議において意見を申し立てるに当たって具体的な箇所の特定

に支障が生じるものである。」と主張するが，原処分２及び原処分

３において不開示とした部分は各行政文書開示等決定通知書により

具体的に特定されており，当該各通知文書の記載に不備はなく，失

当である。 

（５）結論 

以上のとおり，原処分２及び原処分３は妥当であり，審査請求人の主
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張には理由がないことから，本件各審査請求は，これを棄却することが

妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

   ① 令和４年８月１０日    諮問の受理（令和４年（行情）諮問第

４６５号） 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 令和５年１月１６日    諮問の受理（令和５年（行情）諮問第

１９号及び同第２０号） 

④ 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

   ⑤ 同月２７日        審議（同上） 

   ⑥ 令和６年４月２６日    本件対象文書の見分及び審議（令和４

年（行情）諮問第４６５号，令和５年

（行情）諮問第１９号及び同第２０号） 

   ⑦ 同年５月３１日      令和４年（行情）諮問第４６５号，令

和５年（行情）諮問第１９号及び同第２

０号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件各開示請求について 

本件各開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，本件請求

文書１について，処分庁１において，法１１条の規定を適用した上で，相

当の部分として本件対象文書１を特定し，開示する決定（原処分１）を行

い，処分庁２において，残りの部分として本件対象文書２を特定した上で，

その一部を法５条１号，２号及び６号柱書きに該当するとして不開示とす

る原処分２を行い，また，本件請求文書２について，処分庁２において，

法１１条の規定を適用した上で，相当の部分として先行開示文書を特定し，

開示する決定（先行決定）を行い，残りの部分として本件対象文書３を特

定した上で，その一部を法５条１号，２号及び６号柱書きに該当するとし

て不開示とする原処分３を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分１について紙媒体の特定，原処分２

及び原処分３について文書の特定及び不開示部分の開示を求めていると解

されるところ，諮問庁は，原処分は妥当であるとしていることから，以下，

本件対象文書の見分結果を踏まえ，本件対象文書の特定の妥当性及び本件

対象文書の不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）諮問庁の説明の要旨 

  ア 上記第３の１（３），２（３）及び（４）のとおり。 
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  イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に確認させたところ，諮問庁は

以下のとおり説明する。 

上記第３の２（４）ア（ア）において説明する探索した執務室内と

は，内閣官房副長官補の担当部署から文書を引き継いでいる内閣府

政策統括官（重要土地担当）の執務室内である。 

本件対象文書１の紙媒体の探索の範囲等は，本件対象文書２及び本

件対象文書３の探索の範囲等と同様である。 

（２）検討 

ア 本件対象文書１の紙媒体の保有の有無について 

  （ア）諮問庁は，担当室においては，出勤簿等を除き，行政文書を紙媒

体で作成又は取得しておらず，当該文書は，職員が電子的に作成取

得したものであって，その保存については，共有フォルダ内に行政

文書の記録用フォルダを作成し，その中に格納することにより行っ

ており，紙媒体は保有していない旨上記第３の１（３）において説

明するところ，この諮問庁の説明は，不自然，不合理な点があると

まではいえず，これを覆すに足りる事情も認められない。 

（イ）上記（１）イにおいて諮問庁が説明する本件対象文書１の紙媒体

の探索の範囲等について，特段の問題があるとは認められない。 

（ウ）したがって，内閣官房副長官補において，本件対象文書１の紙媒

体を保有しているとは認められない。 

イ 本件請求文書に該当するその余の文書の保有の有無について 

諮問庁は，内閣府政策統括官（重要土地担当）において，本件開示

請求を受けてから，執務室内の書庫，保存用フォルダ内において，

請求内容に係る行政文書ファイルを探索して，別紙６に掲げる行政

文書ファイルにつづられている文書全てを特定した旨説明し，先行

開示文書及び本件対象文書の外に本件請求文書に該当する文書を保

有していない旨上記第３の２（４）ア（ア）において説明するとこ

ろ，審査請求人において，本件請求文書に該当する外の文書が存在

することを示す具体的な根拠を示していないことを併せ考えると，

この諮問庁の説明に，不自然，不合理な点があるとまではいえず，

他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認め

られない。 

また，上記第３の２（４）ア（ア）及び上記（１）イにおいて諮問

庁が説明する本件請求文書の探索の範囲等について，特段の問題が

あるとは認められない。 

したがって，内閣官房副長官補及び内閣府政策統括官（重要土地担

当）において，先行開示文書及び本件対象文書の外に本件請求文書

に該当する文書を保有しているとは認められない。 
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３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会において本件対象文書を見分したところ，不開示部分は，①

審査請求書に記載された個人の氏名欄，押印欄及び住所欄，②出勤簿の

氏名（別紙３及び別紙５に掲げる文書１８８の出勤簿に限る。），出欠

欄，集計欄及び備考欄，③休暇簿（特別休暇）の氏名（別紙３及び別紙

５に掲げる文書２２６の休暇簿に限る。），期間欄，残日数・時間欄，

理由欄，本人の確認欄，請求（申出）月日欄，承認の可否欄，決裁欄，

勤務時間管理員の確認欄及び備考欄，④休暇簿（年次休暇）の氏名（別

紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇簿に限る。），期間欄，残日

数・時間欄，本人の確認欄，請求月日欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員の確認欄，備考欄，年次休暇の日数（前年からの繰越し日

数・本年分の日数）及び集計欄，⑤休暇簿（病気休暇）の氏名（別紙３

及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇簿に限る。），期間欄，期間の連

続性の有無等欄，理由欄，本人の確認欄，請求月日欄，証明書類の有無

欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄及び備考欄，⑥新

型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しないことの承

認願の官職，氏名，日，時間及び接種機関等名，⑦週休日振替等命令簿

の勤務を命ずる日及び当該日の勤務時間欄，業務の内容欄，振替又は変

更により週休日等とする日及び変更により４時間の勤務時間を割振る事

をやめた後の勤務時間等欄，命令月日欄，所属長印欄，本人印欄，勤務

時間管理員欄及び備考欄，⑧総合健診のために勤務しないことの承認願

の官職，氏名，日・時間欄，医療機関名欄及び主な検診項目欄，⑨併任

者勤務状況通知書の出欠欄，併任者の氏名（別紙３及び別紙５に掲げる

文書２４２のうち職員１名の通知書に限る。）及び宛先，⑩弁護士会・

民間団体等の会長等代表者の印影，団体の印影，⑪地方自治法に基づく

意見書の都道府県等の議会議長の印影，⑫議員事務所対応資料の行政機

関の直通番号及びメールアドレス，大臣会見・長官想定等の行政機関の

直通番号，個人の携帯電話番号，⑬各政党の部会等の出席議員名及び議

事概要（出席議員の意見等），特命委員会役員名簿（氏名），大臣会

見・長官想定等の参考資料に記載されている特命委員会役員名簿（氏

名），⑭特命委役員会指摘事項への回答（指摘事項及び回答），⑮内閣

第一部会・安全保障と土地法制特別委員会会議メモの会議内容記載部分，

⑯政審・資料の部会における国会議員からの意見等，⑰議員発言メモ

（政審用）の発言者氏名及び発言参考記載部分，⑱外交・安保・主権調

査会次第に記載の有識者名であると認められる。 

（２）①審査請求書に記載された個人の氏名欄，押印欄及び住所欄について 

  ア 標記の不開示部分は，各審査請求書の氏名欄，押印欄及び住所欄で

ある。 
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そうすると，各審査請求書には，氏名等が記載されていることから，

当該不開示部分は，各審査請求書ごとに全体として，法５条１号本

文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できるものに該当すると認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，当該不開示部分は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定

されている情報とは認められないから，同号ただし書イに該当せず，

同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しない。 

  ウ 法６条２項による部分開示の可否について 

当該氏名欄及び住所欄の情報は，特定の個人を識別できる情報であ

ることから，法６条２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示とし

たことは，妥当である。 

しかしながら，当該押印欄の情報は，その記載内容に照らせば，特

定の個人を識別できる情報とは認められず，これを公にしても，個

人の権利利益が害されるおそれがないと認められることから，開示

すべきである。 

（３）②出勤簿の氏名欄（別紙３及び別紙５に掲げる文書１８８に限る。），

出欠欄，集計欄及び備考欄について 

  ア 法５条１号該当性について 

各出勤簿には，職員の氏名が記載されていることから，当該不開示

部分は，各出勤簿ごとに全体として，法５条１号本文前段の個人に

関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに該

当すると認められる。 

  イ 法５条１号ただし書該当性について 

  （ア）職員の氏名について 

各出勤簿のうち別紙３及び別紙５に掲げる文書１８８の出勤簿に

ついては，氏名欄に記載されている職員の氏名が不開示とされてい

ると認められる。 

出勤簿は，各職員が職務に従事したことの記録として，出勤や

出張の別等を記載するものであることから，当該職員の氏名は，

国家公務員である当該職員の職務の遂行に係る情報であると認め

られ，当該不開示部分は，「各行政機関における公務員の氏名の

取扱いについて」（平成１７年８月３日付け情報公開に関する連

絡会議申合せ）（以下「申合せ」という。）により，特段の支障

の生ずるおそれがある場合を除き，公にするものと考えられる。 

そこで，申合せに規定する特段の支障が生ずるおそれがある理

由等について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたと
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ころ，諮問庁はおおむね以下のとおり説明する。 

原処分時では，出勤簿は直接業務に関するものでないため職務 

遂行に係る情報でないとの考えの下，不開示箇所を特定していたと

ころ，かかる考え方を踏まえ，公務員の氏名についても公表の義務

はないとして，職員録に掲載があり，公知性があると認められる係

長以上の氏名を除き，不開示として整理している。 

上記の諮問庁の説明を検討すると，当該出勤簿の職員の氏名を公

にしても，申合せに規定する特段の支障が生ずるおそれがあるとは

認められない。 

したがって，当該出勤簿の職員の氏名は，法５条１号ただし書イ

に規定する法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にす

ることが予定されている情報に該当すると認められ，同号に該当せ

ず，開示すべきである。 

（イ）出欠欄のうち出勤，ＴＷ及び研修の表示部分について 

標記の不開示部分には，特定職員が当該日に出勤又はテレワーク

により通常の担当職務に従事していたことを示す出勤又はＴＷの表

示，研修を受けていたことを示す研修の表示（研修の受講時間等の

表示を含む。）が記載されており，当該各情報は，当該職員の公務

員としての職務遂行の内容に係る情報に該当すると認められる。 

そうすると，当該不開示部分は，法５条１号ただし書ハに該当し，

法５条１号に該当せず，開示すべきである。 

（ウ）出欠欄のその余の部分について 

標記の不開示部分は，各職員の私生活の内容に関する情報である

休暇の表示及び時間単位休暇の表示が記載されている部分並びに

「その他」等の記載及び空欄部分であり，当該情報は，当該職員の

公務員としての職務遂行の内容に係る情報であるとは認められず，

法５条１号ただし書ハに該当しないと認められる。 

また，当該不開示部分に記載されている情報は，法令の規定によ

り又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報とはいえないことから，法５条１号ただし書イに該当せず，同号

ただし書ロに該当する事情も認められない。 

さらに，原処分２及び原処分３において各出勤簿（別紙３及び別

紙５に掲げる文書１８８の出勤簿を除く。）の職員の氏名が開示さ

れている又は上記（ア）のとおり開示すべきとしていることから，

法６条２項に基づく部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示と

したことは妥当である。 

（エ）集計欄及び備考欄について 
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ａ 「集計欄」（「年次休暇」，「病気休暇」，「特別休暇」，

「テレワーク」，「欠勤」及び「その他」ごとの各月の使用日数

（テレワークについては回数）等についての集計欄）欄について 

標記の不開示部分のうち「集計欄」（「テレワーク」欄を除

く。）は，職員の私生活の内容に関する情報である休暇等の取

得状況が記載されているところ，これらの情報は，職員の公務

員としての職及び職務遂行の内容に係る情報であるとは認めら

れず，法５条１号ただし書ハに該当しないと認められる。 

また，当該不開示部分に記載されている情報は，法令の規定に

より又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されて

いる情報とはいえないことから，法５条１号ただし書イに該当

せず，同号ただし書ロに該当する事情も認められない。 

さらに，原処分２及び原処分３において，各出勤簿の職員の氏

名が開示されている又は上記イ（ア）のとおり開示すべきとし

ていることから，法６条２項に基づく部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認め

られるので，不開示としたことは妥当である。 

しかしながら，「テレワーク欄」の回数は，職員がテレワーク

により通常の担当職務に従事していたことを示すＴＷの回数を

集計したものであることから，当該各情報は，当該職員の公務

員としての職務遂行の内容に係る情報に該当すると認められ，

法５条１号ただし書ハに該当すると認められる。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当せず，開示

すべきである。 

ｂ 備考欄について 

標記の不開示部分のうち職員の私生活の内容に関する情報であ

る休暇等の取得状況が記載されている部分及び空欄部分につい

ての情報は，職員の公務員としての職及び職務遂行の内容に係

る情報であるとは認められず，法５条１号ただし書ハに該当す

るとは認められない。 

また，当該不開示部分に記載されている情報は，法令の規定に

より又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されて

いる情報とはいえないことから，法５条１号ただし書イに該当

せず，同号ただし書ロに該当する事情も認められない。 

さらに，原処分２及び原処分３において，各出勤簿（備考欄が

不開示となっている出勤簿に限る。）の職員の氏名が開示され

ていることから，法６条２項に基づく部分開示の余地はない。

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認め
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られるので，不開示としたことは妥当である。 

しかしながら，標記の不開示部分のうち研修に係る情報が記載

されている部分は，職員が研修を受講したことを示すものであ

ることから，当該各情報は，当該職員の公務員としての職務遂

行の内容に係る情報に該当すると認められ，法５条１号ただし

書ハに該当すると認められる。したがって，当該不開示部分は，

法５条１号に該当せず，開示すべきである。 

（４）③休暇簿（特別休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿を除く。）の期間欄，残日数・時間欄，理由欄，本人の確認欄，請求

（申出）月日欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄及び

備考欄について 

ア 当該文書は，職員の氏名の記載がある各職員の休暇簿（特別休暇

用）であることから，当該不開示部分は，それぞれ全体として，各職

員に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個

人を識別することができるものに該当すると認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，当該不開示部分に

は，各職員の私生活の内容に関する情報である休暇の取得状況等が記

載されているところ，これらの情報は，各職員の公務員としての職務

遂行の内容に係る情報であるとは認められず，同号ただし書ハには該

当しないと認められる。また，同号ただし書イ及びロに該当する事情

も認められない。さらに，原処分２及び原処分３において各職員の氏

名が開示されていることから，法６条２項による部分開示の余地はな

い 

ウ したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認められ

るので，不開示としたことは妥当である。 

（５）③休暇簿（特別休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿に限る。）の氏名，期間欄，残日数・時間欄，理由欄，本人の確認欄，

請求（申出）月日欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄

及び備考欄について 

ア 当該文書は，職員の氏名の記載がある休暇簿（特別休暇用）である

ことから，当該不開示部分は，それぞれ全体として，当該職員に係る

法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別

することができるものに該当すると認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の不開示部分

には，職員の氏名及び職員の私生活の内容に関する情報である休暇の

取得状況等が記載されているところ，これらの情報は，当該職員の公

務員としての職務遂行の内容に係る情報であるとは認められず，同号

ただし書ハには該当しないと認められる。当該職員の氏名について，
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当審査会事務局職員をして職員録（国立印刷局編）を確認させたとこ

ろ，掲載されていないことが認められ，他に公表慣行をうかがわせる

事情はないことから，標記の不開示部分は，同号ただし書イに該当せ

ず，同号ロに該当する事情も認められない。 

ウ 法６条２項による部分開示の可否について 

当該職員の氏名は，個人識別部分に該当すると認められることから，

法６条２項による部分開示の余地はない。 

その余の不開示部分については，職員の私生活の内容に関する情報

である休暇の取得状況等が記載されていることから，これを公にす

ると，同僚・知人などの関係者において，当該職員を特定する手掛

かりとなり得るものであり，かつ，これらの情報は，一般的に他人

に知られたくない情報であると考えられることから，当該個人の権

利利益を害するおそれがないとは認められず，法６条２項による部

分開示はできない。 

エ したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認められ

るので，不開示としたことは妥当である。 

（６）④休暇簿（年次休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿を除く。）の期間欄，残日数・時間欄，本人の確認欄，請求月日欄，

承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄，備考欄，年次休暇の

日数（前年からの繰越し日数・本年分の日数）及び集計欄について 

ア 当該文書は，職員の氏名の記載がある各職員の休暇簿（年次休暇

用）であることから，当該不開示部分は，それぞれ全体として，各職

員に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個

人を識別することができるものに該当すると認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の不開示部分

には，各職員の私生活の内容に関する情報である休暇の取得状況等が

記載されているところ，これらの情報は，各職員の公務員としての職

務遂行の内容に係る情報であるとは認められず，同号ただし書ハには

該当しないと認められる。また，同号ただし書イ及びロに該当する事

情も認められない。さらに，原処分２及び原処分３において各職員の

氏名が開示されていることから，法６条２項による部分開示の余地は

ない。 

ウ したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認められ

るので，不開示としたことは妥当である。 

 （７）④休暇簿（年次休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿に限る。）の氏名，期間欄，残日数・時間欄，本人の確認欄，請求月

日欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間管理員の確認欄，備考欄，年次

休暇の日数（前年からの繰越し日数・本年分の日数）及び集計欄につい



21 

て 

標記の不開示部分は，上記（５）と同様の理由により，法５条１号に

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当である。 

（８）⑤休暇簿（病気休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿を除く。）の期間欄，期間の連続性の有無等欄，理由欄，本人の確認

欄，請求月日欄，証明書類の有無欄，承認の可否欄，決裁欄，勤務時間

管理員の確認欄及び備考欄について 

   標記の不開示部分は，上記（４）と同様の理由により，法５条１号に

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当である。 

（９）⑤休暇簿（病気休暇）（別紙３及び別紙５に掲げる文書２２６の休暇

簿に限る。）の氏名，期間欄，期間の連続性の有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，証明書類の有無欄，承認の可否欄，決裁欄，勤

務時間管理員の確認欄及び備考欄について 

   標記の不開示部分は，上記（５）と同様の理由により，法５条１号に

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当である。 

（１０）⑥新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願の官職，氏名，日，時間及び接種機関等名について 

ア 標記の承認願には，各職員の氏名の記載があることから，当該不開

示部分は，それぞれ全体として，各職員に係る法５条１号本文前段の

個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，当該承認願には，

各職員の私生活の内容に関する情報である予防接種の接種状況等が記

載されているところ，これらの情報は，各職員の公務員としての職務

遂行の内容に係る情報であるとは認められず，同号ただし書ハには該

当せず，同号ただし書イ及びロに該当する事情も認められない。 

ウ 法６条２項による部分開示の可否について 

官職及び氏名は，個人識別部分に該当すると認められることから，

法６条２項による部分開示の余地はない。 

その余の不開示部分については，これを公にすると，関係者等一定

の範囲の者において，当該承認願を提出した職員の特定や推測をす

る手掛かりとなり，その結果，関係者等一定の範囲の者に，当該承

認願を提出した職員の情報と原処分２及び原処分３において既に開

示された部分の情報が併せて知られることになり，当該個人の権利

利益を害するおそれがないとは認められないことから，法６条２項

による部分開示はできない。 

エ したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認められ

るので，不開示としたことは妥当である。 
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（１１）⑦週休日振替等命令簿の勤務を命ずる日及び当該日の勤務時間欄，

業務の内容欄，振替又は変更により週休日等とする日及び変更により４

時間の勤務時間を割振る事をやめた後の勤務時間等欄，命令月日欄，所

属長印欄，本人印欄，勤務時間管理員欄及び備考欄について 

ア 当該文書は，職員に対し所属長が週休日とされた日において特に勤

務することを命ずる必要がある場合に振替又は変更を行う命令簿であ

り，職員の氏名の記載があることから，当該不開示部分は，それぞれ

全体として，各職員に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当すると認めら

れる。 

イ 次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の不開示部分

のうち振替又は変更により週休日等とする日及び変更により４時間の

勤務時間を割振る事をやめた後の勤務時間等欄（振替又は変更の別を

記載する部分を除く。）については，当該職員において勤務を要しな

いとして新たに週休日等となった具体的月日又は時間（４時間）を明

らかにするものであり，職員の私生活の内容に関わるものであって，

当該職員の公務員としての職務遂行の内容に係る情報であるとはいえ

ないことから，同号ただし書ハに該当するものとは認められず，また，

同号ただし書イ及びロにも該当するとは認められないことから，同号

に該当し，不開示としたことは妥当である。 

    しかしながら，振替又は変更の別を記載する部分について，その選

別は人事管理に関する事項であるということができることから，振替

又は変更の別は人事管理者の職務の遂行に係る情報であって,職務遂

行の内容に係る部分であるということができ，法５条１号ただし書ハ

に該当すると認められ,当該不開示部分は法５条１号に該当せず，開

示すべきである。 

    その余の不開示部分は，週休日に勤務を命じられた職員の職務遂行

に係る情報であることから，法５条１号ただし書ハに該当し，同条に

該当せず，開示すべきである。 

（１２）⑧総合健診のために勤務しないことの承認願の官職，氏名，日・時

間欄，医療機関名欄及び主な検診項目欄について 

   標記の不開示部分は，上記（５）と同様の理由により，法５条１号に

該当すると認められるので，不開示としたことは妥当である。 

（１３）⑨併任者勤務状況通知書の出欠欄，併任者の氏名（文書２４２のう

ち職員１名の通知書に限る。）及び宛先について 

    各併任者勤務状況通知書には，職員の氏名が記載されていることか

ら，当該不開示部分は，各併任者勤務状況通知書ごとに全体として，

法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別
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することができるものに該当すると認められる。 

ア 出欠欄について 

  （ア）法５条１号ただし書該当性について 

ａ 出欠欄のうち出勤，テレワーク及び研修の表示部分について 

      標記の不開示部分には，職員が当該日に出勤又はテレワークに

より通常の担当職務に従事していたことを示す「〇」又は「テ

レ」等の表示，及び当該日に研修を受講していたことを示す「研

修」が記載されており，当該各情報は，当該職員の公務員として

の職務遂行の内容に係る情報に該当すると認められる。 

      そうすると，当該不開示部分は，法５条１号ただし書ハの職務

遂行の内容に係る情報に該当すると認められる。 

      したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当せず，開示

すべきである。 

    ｂ 出欠欄のその余の部分について 

標記の不開示部分は，各職員の私生活の内容に関する情報であ

る休暇の表示及び時間単位休暇の表示（職務専念義務の免除を

示す表示等を含む。）等が記載されている部分であり，当該情

報は，当該職員の公務員としての職務遂行の内容に係る情報で

あるとは認められず，法５条１号ただし書ハに該当しないと認

められる。 

      また，当該不開示部分に記載されている情報は，法令の規定に

より又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されてい

る情報とはいえないことから，法５条１号ただし書イに該当せず，

同号ただし書ロに該当する事情も認められない。 

      さらに，本件対象文書においては，各職員の氏名が開示されて

いることから，法６条２項に基づく部分開示の余地はない。 

      したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認め

られることから，不開示としたことは妥当である。 

イ 併任者の氏名（文書２４２のうち職員１名の通知書に限る。）につ

いて 

併任者勤務状況通知書は，各職員が職務に従事したことの記録とし

て，出勤や出張の別等を記載するものであることから，標記の不開

示部分は，上記（３）イ（ア）と同様の理由により，法５条１号た

だし書イに該当し，同号に該当せず，開示すべきである。 

  ウ 通知書の宛先について 

（ア）法５条１号ただし書該当性について 

標記の不開示部分は，各職員の本務先に係る勤務時間管理員の省

庁名及び部署名が記載されていると認められるところ，当該不開示
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部分は，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報とはいえないことから，法５条１号ただ

し書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認めら

れない。 

     さらに，各併任者勤務状況通知書において，併任者である職員の

氏名が開示されている又は上記イのとおり開示すべきとしているこ

とから，法６条２項に基づく部分開示の余地はない。 

     したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当すると認めら

れることから，不開示としたことは妥当である。 

（１４）⑩弁護士会・民間団体等の会長等代表者の印影，団体の印影につい 

  て 

諮問庁は，標記の印影については，当該団体等の長等が真意に基づい

て作成した真正な文書であることを示す機能を有しており，そのような

印影を公にすれば，これを偽造され悪用されるなどして，当該団体の権

利その他正当な利益を害するおそれがある旨説明するところ，この諮問

庁の説明に，不自然，不合理な点があるとはいえないことから，当該不

開示部分は法５条２号イに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（１５）⑪地方自治法に基づく意見書の都道府県等の議会議長の印影につい

て 

標記の不開示部分は，地方公共団体の議会議長の印影であることか

ら，法５条２号イに該当せず，開示すべきである。 

（１６）⑫議員事務所対応資料の行政機関の直通番号及びメールアドレスに 

ついて 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，標記の不開示

部分は，一般に公開されていない情報であるとのことであり，これを覆

すに足りる事情は認められないことから，これを公にすると，いたずら

や偽計等に使用され，業務上必要な連携や国の機関が必要とする緊急の

連絡等に支障を来すなど，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがある旨の上記第３の２（４）ア（イ）の諮問庁の説明は，首肯

できる。 

したがって，当該不開示部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開示

としたことは妥当である。 

（１７）⑫大臣会見・長官想定等の行政機関の直通番号，個人の携帯電話番

号について 

ア 行政機関の直通番号について 

標記の不開示部分は，上記（１６）と同様の理由により，法５条

６号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

イ 個人の携帯電話番号について 
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標記の不開示部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当し，同号た

だし書イないしハに該当する事情は認められない。また，当該不開

示部分は，個人識別部分であることから，法６条２項による部分開

示の余地もない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示と

したことは妥当である。 

（１８）⑬各政党の部会等の出席議員名（出席議員が分かる記載部分）及び

議事概要（出席議員の意見等）について 

ア 各政党の部会等の出席議員名について 

標記の出席議員名は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であ

って，特定の個人を識別することができるものに該当すると認めら

れる。 

次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の出席議員名

について公にされていない旨の上記第３の２（４）ア（イ）の諮問

庁の説明は，これを覆すに足りる事情は認められないことから，同

号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も

認められない。 

さらに，当該不開示部分は，個人識別部分であることから，法６条

２項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示とし

たことは妥当である。 

   イ 議事概要（出席議員の意見等）について 

標記の不開示部分は，正確性が担保されておらず，公開を前提にし

たものではないことから，これを公にすると，政党との間で信頼関

係が損なわれ，今後の事務に支障を生じるおそれがある旨の上記第

３の２（４）ア（イ）の諮問庁の説明は，当該不開示部分に係る会

議は政党が開催している会議であり，当該不開示部分が記載された

文書は政党が作成したものではなく，その内容についても政党にお

いて公表している事情は認められないことを考慮すると，不自然，

不合理な点があるとはいえず，これを否定することができない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開

示としたことは，妥当である。 

（１９）⑬特命委員会役員名簿（氏名）及び大臣会見・長官想定等の参考資

料に記載されている特命委員会役員名簿（氏名）について 

標記の不開示部分は，特定政党の安全保障と土地法制に関する特命委

員会の役員名簿であり，各個人の氏名であることから，法５条１号本文

前段の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができる
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ものに該当すると認められる。 

次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の役員名簿は，

法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定さ

れている情報とはいえず，同号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ

及びハに該当する事情も認められない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

（２０）⑭特命委役員会指摘事項への回答（指摘事項及び回答）について 

標記の不開示部分は，上記（１８）イと同様の理由により，法５条６

号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（２１）⑮内閣第一部会・安全保障と土地法制特別委員会会議メモの会議内

容記載部分，⑯政審・資料の部会における国会議員からの意見等，⑰議

員発言メモ（政審用）の発言者氏名及び発言参考記載部分について 

標記の不開示部分は，上記（１８）イと同様の理由により，法５条６

号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（２２）⑱外交・安保・主権調査会次第に記載の有識者名について 

標記の有識者名は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものに該当すると認められる。 

次に，法５条１号ただし書該当性を検討すると，標記の有識者は，内

閣官房・国土利用の実態把握等に関する有識者会議の構成員の一部の者

の氏名であると認められるところ，当該調査会に出席した有識者につい

ては公にされていない旨の上記第３の２（４）ア（イ）の諮問庁の説明

は，これを覆すに足りる事情は認められないことから，出席した有識者

の氏名は，法５条１号ただし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに

該当する事情も認められない。 

さらに，当該不開示部分は，個人識別部分であることから，法６条２

項による部分開示の余地はない。 

したがって，当該不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示とした

ことは妥当である。 

 ４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件各決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の各開示請求に対し，本件対象文書を特

定し，その一部を法５条１号，２号及び６号柱書きに該当するとして不開

示とした各決定については，内閣官房副長官補及び内閣府政策統括官（重

要土地担当）において，先行開示文書及び本件対象文書の外に開示請求の

対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，本件対
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象文書を特定したことは妥当であり，別紙７に掲げる部分を除く部分は，

同条１号，２号イ及び６号柱書きに該当すると認められるので，不開示と

したことは妥当であるが，別紙７に掲げる部分は，同条１号及び２号イの

いずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第１部会） 

  委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙１ 本件請求文書 

 

１ 重要土地等調査法施行準備室が「内閣官房行政文書管理規則」に基づき管

理している行政文書ファイルのうち，「公文書の管理に関する法律」７条に

基づく公表の対象でありながら，公表されていない行政文書ファイルに綴ら

れている文書の全て。（本件請求文書１） 

 

２ 令和４年５月９日付け閣副第５６０号で「残りの部分」とされた全て。

（本件請求文書２） 
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別紙２ 原処分１で特定した文書（本件対象文書１） 

  

文書１ ２１０４０５長官会見想定 
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別紙３ 原処分２で特定した文書（本件対象文書２） 

 

文書２ 【審査請求書】０３０６１７（閣副第７０５号） 

文書３ 【理由説明書】閣副第７０５号（紙媒体特定） 

文書４ 【審査請求書】０３０７１９（閣副第１１２０号） 

文書５ 【審査請求書】０３０７２１（閣副第１１２０号（その２）） 

文書６ 【審査請求書】０３０７２１（閣副第１１２０号（その２））別紙

１，２ 

文書７ 【理由説明書】閣副第１１２０号 

文書８ 【審査請求書】０３０８１６（閣副第１３４８号） 

文書９ 【理由説明書】閣副第１３４８号 

文書１０ 【審査請求書】０３０９２２（閣副第１５７６号） 

文書１１ 【理由説明書】閣副第１５７６号 

文書１２ 【審査請求書】０３１００４（閣副第１６０８号，１６０９号， 

１６１０号） 

文書１３ 【審査請求書】０３１１０１（閣副第１６０８号） 

文書１４ 【理由説明書】閣副第１６０８，１６０９，１６１０号 

文書１５ 【審査請求書】０３１０１１（閣副第１６２９号） 

文書１６ 【理由説明書】閣副第１６２９号 

文書１７ 【審査請求書】０４０１１３（閣副第２０８１号） 

文書１８ 【理由説明書】閣副第２０８１号 

文書１９ 【審査請求書】０３１２２３（閣副第１９００号） 

文書２０ 【理由説明書】閣副第１９００号 

文書２１ Ｒ３出勤簿 

文書２２ Ｒ３出勤簿 

文書２３ Ｒ３出勤簿 

文書２４ Ｒ３出勤簿 

文書２５ Ｒ３出勤簿 

文書２６ Ｒ３出勤簿 

文書２７ Ｒ３出勤簿 

文書２８ Ｒ３出勤簿 

文書２９ Ｒ３出勤簿 

文書３０ Ｒ３出勤簿 

文書３１ Ｒ３出勤簿 

文書３２ Ｒ３出勤簿 

文書３３ Ｒ３出勤簿 

文書３４ Ｒ３出勤簿 

文書３５ Ｒ３出勤簿 
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文書３６ Ｒ３出勤簿 

文書３７ Ｒ３出勤簿 

文書３８ Ｒ３出勤簿 

文書３９ Ｒ３出勤簿 

文書４０ Ｒ３出勤簿 

文書４１ Ｒ３出勤簿 

文書４２ Ｒ３出勤簿 

文書４３ Ｒ３出勤簿 

文書４４ Ｒ３出勤簿 

文書４５ Ｒ３出勤簿 

文書４６ Ｒ３出勤簿 

文書４７ Ｒ３出勤簿 

文書４８ Ｒ３出勤簿 

文書４９ Ｒ３出勤簿 

文書５０ Ｒ３出勤簿 

文書５１ Ｒ３出勤簿 

文書５２ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書５３ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書５４ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書５５ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種） 

文書５６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種）副反応（理由説明書において「二回目

接種」とあるのは明白な誤記と認める。当該文書については，以下

同じ。） 

文書５７ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書５８ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書５９ Ｒ３ 休暇簿（病気休暇） 

文書６０ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種） 

文書６１ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種） 

文書６２ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書６３ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書６４ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書６５ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書６６ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書６７ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 
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文書６８ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書６９ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書７０ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書７１ Ｒ３週休日振替等命令簿 

文書７２ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願 

文書７３ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書７４ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書７５ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書７６ Ｒ３週休日振替等命令簿（新様式） 

文書７７ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書７８ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書７９ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書８０ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願 

文書８１ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書８２ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書８３ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書８４ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書８５ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書８６ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書８７ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種） 

文書８８ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種）副反応 

文書８９ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種） 

文書９０ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種）副反応 

文書９１ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書９２ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書９３ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書９４ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種） 

文書９５ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（一回目接種）副反応 

文書９６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種） 



33 

文書９７ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種）副反応 

文書９８ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しない

ことの承認願（二回目接種）副反応 2 

文書９９ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１００ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１０１ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１０２ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１０３ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１０４ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１０５ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書１０６ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１０７ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１０８ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１０９ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１１０ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１１１ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１１２ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１１３ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１１４ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１１５ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書１１６ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１１７ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１１８ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１１９ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書１２０ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１２１ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１２２ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１２３ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１２４ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１２５ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１２６ 総合健診のために勤務しないことの承認願 

文書１２７ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１２８ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１２９ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 
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文書１３０ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１３１ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１３２ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１３３ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１３４ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１３５ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１３６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願（一回目接種） 

文書１３７ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願（二回目接種）（理由説明書において「（一回目

接種）副反応」とあるのは，明白な誤記と認める。当該文書につ

いては，以下同じ。） 

文書１３８ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願（二回目接種）副反応（理由説明書において

「（二回目接種）」とあるのは，明白な誤記と認める。当該文書

については，以下同じ。） 

文書１３９ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１４０ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１４１ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１４２ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１４３ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１４４ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１４５ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１４６ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１４７ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１４８ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１４９ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１５０ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１５１ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１５２ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１５３ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１５４ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１５５ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１５６ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１５７ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１５８ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１５９ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１６０ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 
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文書１６１ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１６２ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１６３ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１６４ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１６５ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１６６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書１６７ Ｒ３休暇簿（特別休暇） 

文書１６８ Ｒ３休暇簿（年次休暇） 

文書１６９ Ｒ３休暇簿（病気休暇） 

文書１７０ Ｒ４出勤簿 

文書１７１ Ｒ４出勤簿 

文書１７２ Ｒ４出勤簿 

文書１７３ Ｒ４出勤簿 

文書１７４ Ｒ４出勤簿 

文書１７５ Ｒ４出勤簿 

文書１７６ Ｒ４出勤簿 

文書１７７ Ｒ４出勤簿 

文書１７８ Ｒ４出勤簿 

文書１７９ Ｒ４出勤簿 

文書１８０ Ｒ４出勤簿 

文書１８１ Ｒ４出勤簿 

文書１８２ Ｒ４出勤簿 

文書１８３ Ｒ４出勤簿 

文書１８４ Ｒ４出勤簿 

文書１８５ Ｒ４出勤簿 

文書１８６ Ｒ４出勤簿 

文書１８７ Ｒ４出勤簿 

文書１８８ Ｒ４出勤簿 

文書１８９ Ｒ４出勤簿 

文書１９０ Ｒ４出勤簿 

文書１９１ Ｒ４出勤簿 

文書１９２ Ｒ４出勤簿 

文書１９３ Ｒ４休暇簿 

文書１９４ Ｒ４休暇簿 

文書１９５ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願（三回目接種） 

文書１９６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな
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いことの承認願（三回目接種）副反応 

文書１９７ Ｒ４休暇簿 

文書１９８ Ｒ４休暇簿 

文書１９９ Ｒ４休暇簿 

文書２００ Ｒ４週休日振替等命令簿 

文書２０１ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２０２ Ｒ４休暇簿 

文書２０３ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２０４ Ｒ４休暇簿 

文書２０５ Ｒ４休暇簿 

文書２０６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２０７ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願副反応 

文書２０８ Ｒ４休暇簿 

文書２０９ Ｒ４【様式】週休日振替等命令簿（新様式） 

文書２１０ Ｒ４休暇簿 

文書２１１ Ｒ４休暇簿 

文書２１２ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２１３ Ｒ４休暇簿 

文書２１４ Ｒ４休暇簿 

文書２１５ Ｒ４休暇簿 

文書２１６ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２１７ Ｒ４休暇簿 

文書２１８ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２１９ Ｒ４休暇簿 

文書２２０ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 

文書２２１ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願副反応 

文書２２２ Ｒ４休暇簿 

文書２２３ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種等のために勤務しな

いことの承認願 
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文書２２４ Ｒ４休暇簿 

文書２２５ Ｒ４休暇簿 

文書２２６ Ｒ４休暇簿 

文書２２７ Ｒ４休暇簿 

文書２２８ Ｒ４休暇簿 

文書２２９ Ｒ４休暇簿 

文書２３０ Ｒ４休暇簿 

文書２３１ ２１０５０７併任者勤務状況通知書 

文書２３２ ２１０６０２併任者勤務状況通知書 

文書２３３ ２１０７０２併任者勤務状況通知書 

文書２３４ ２１０８０３併任者勤務状況通知書 

文書２３５ ２１０９０３併任者勤務状況通知書 

文書２３６ ２１１００３併任者勤務状況通知書 

文書２３７ ２１１１０２併任者勤務状況通知書 

文書２３８ ２１１２０１併任者勤務状況通知書 

文書２３９ ２２０１０５併任者勤務状況通知書 

文書２４０ ２２０２０２併任者勤務状況通知書 

文書２４１ ２２０３０１併任者勤務状況通知書 

文書２４２ ２２０３３１併任者勤務状況通知書 

文書２４３ 内閣官房重要土地等調査法施行準備室 標準文書保存期間基準

（Ｒ３．１２月時点） 

文書２４４ 内閣官房重要土地等調査法施行準備室 標準文書保存期間基準

（Ｒ４．１月時点） 

文書２４５ 行政文書ファイル管理簿 

文書２４６ 【内閣官房】関連する政府決定文書 

文書２４７ 【内閣官房】関連する政府決定文書 

文書２４８ 土地利用・管理の在り方について 

文書２４９ 土地利用・管理の在り方について 

文書２５０ 政府・与党等の取組み 

文書２５１ 政府・与党等の取組み 

文書２５２ 土地利用・管理の在り方について 

文書２５３ 政府・与党等の取組み 

文書２５４ 土地利用・管理の在り方について 

文書２５５ 小此木内閣府特命担当大臣記者会見要旨（令和２年１０月９日

（金）） 

文書２５６ 土地利用・管理等の取組 

文書２５７ 第１回有識者会議資料 

文書２５８ 第２回有識者会議資料 
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文書２５９ 土地利用・管理の在り方について 

文書２６０ 第１回有識者会議資料 

文書２６１ 第２回有識者会議資料 

文書２６２ 土地利用・管理等の取組 

文書２６３ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言２０２０年 

文書２６４ 有識者会議提言（概要） 

文書２６５ 有識者会議提言 

文書２６６ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言２０２０年 

文書２６７ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言２０２０年 

文書２６８ 土地の調査及び管理に関する法律案のイメージ 

文書２６９ 土地の調査及び管理に関する法律案のイメージ 

文書２７０ 重要土地等調査法案の概要 

文書２７１ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議 

文書２７２ 重要土地等調査法案の概要 

文書２７３ ２／２５原稿 

文書２７４ ２／２６原稿 

文書２７５ ３／２原稿 

文書２７６ 諸外国における安全保障に関する主要な土地管理 

文書２７７ 森林の土地の所有者届出制度の創設（Ｈ２３森林法改正） 

文書２７８ 回答案 

文書２７９ 背景地方における懸念の声 

文書２８０ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８１ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８２ 「国土利用の実態把握等に関する法制度の在り方について」 

（提言／２０２０年１２月２４日）の概要 

文書２８３ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８４ ３／１８原稿 

文書２８５ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８６ 法律案文・理由 

文書２８７ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８８ 重要土地等調査法案の概要 

文書２８９ 条文案 

文書２９０ ２１０３２５回答案 

文書２９１ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言２０２０年 
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文書２９２ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議 

文書２９３ ０１＿要綱案 

文書２９４ ０２＿条文案 

文書２９５ ０３＿理由案 

文書２９６ ０４＿新旧対照表 

文書２９７ ０５＿参照条文 

文書２９８ 法案概要 

文書２９９ 諸外国における安全保障の観点からの土地管理 

文書３００ 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律案第３条の参考とした例 

文書３０１ 地方公共団体からの意見（北海道東北地方知事会の提言等） 

文書３０２ 重要土地等調査法案の概要 

文書３０３ ２１０４０８回答 

文書３０４ 提言・森林法・農地法抜粋 

文書３０５ ２１０４１９回答 

文書３０６ 地方自治法に基づく意見書の例 

文書３０７ 【提出】海上自衛隊対馬防備隊 

文書３０８ 【提出】航空自衛隊千歳基地 

文書３０９ 千歳，対馬の地図 

文書３１０ 背景 地方における懸念の声 

文書３１１ （資料１）国土利用の実態把握等に関する有識者会議の開催に

ついて 

文書３１２ （資料２）国土利用の実態把握等に関する有識者会議の運営に

ついて 

文書３１３ （資料３）国土利用の実態把握等に関する有識者会議 

文書３１４ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第１回）議事次第 

文書３１５ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第１回）議事要旨 

文書３１６ （資料１）第一回会議における議論の整理 

文書３１７ （資料２）土地制度から見た課題と政策過程の整理 

文書３１８ （資料３）アメリカおよびイギリスにおける対内直接投資規制

の概要 

文書３１９ （資料４）更にご議論いただきたい点 

文書３２０ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第２回）議事次第 

文書３２１ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第２回）議事要旨 

文書３２２ （資料１）第二回会議における議論の整理 

文書３２３ （資料２）提言の骨子イメージ 

文書３２４ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第３回）議事次第 

文書３２５ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議（第３回）議事要旨 
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文書３２６ 国土利用の実態把握等に関する法制度の在り方について」（提

言／２０２０年１２月２４日）の概要 

文書３２７ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言（２０２０年１２月２４日） 

文書３２８ １地方自治法に基づく地方公共団体からの意見書一覧及び意見

書原本 

文書３２９ ２北海道東北地方知事会提言 

文書３３０ ３北海道要望書 

文書３３１ ２１０５１７回答 

文書３３２ ２１０５１７回答 

文書３３３ ２１０５１９回答 

文書３３４ 重要土地等調査法案の概要 

文書３３５ 重要施設周辺の土地・建物等の所有，利用等及びそれらの計画

に関する調査について 

文書３３６ 重要土地等調査法案と特命委検討法案との比較表 

文書３３７ 【提出】航空自衛隊千歳基地 

文書３３８ 意見書一式（地自法９９） 

文書３３９ ２１０５２６回答 

文書３４０ 法案新旧表 

文書３４１ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言 

文書３４２ 新潟県柏崎市（意見書） 

文書３４３ 神奈川県大和市（意見書） 

文書３４４ 静岡県市議会議長会（要望書） 

文書３４５ ０１＿要綱案 

文書３４６ ０２＿条文案 

文書３４７ ０３＿理由案 

文書３４８ ０４＿新旧対照表 

文書３４９ ０５＿参照条文 

文書３５０ 法案概要 

文書３５１ 法案概要 

文書３５２ ２１０６１４回答 

文書３５３ 法案概要 

文書３５４ ２１０６１８回答 

文書３５５ 法律概要 

文書３５６ 国会審議における主な論点 

文書３５７ 法律概要（仮訳） 

文書３５８ 意見書 
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文書３５９ （Ｑ＆Ａ版）重要土地等調査法の地価への影響について 

文書３６０ （概要版）重要土地等調査法の地価への影響について 

文書３６１ ２１０６２４重要土地等調査法の地価への影響 

文書３６２ ２１０６２３回答案 

文書３６３ ２１０５２６ 理事会協議事項１（区域指定の候補） 

文書３６４ ２１０５２６ 理事会協議事項２（生活関連施設） 

文書３６５ 理事会協議事項 

文書３６６ 原稿 

文書３６７ ０２＿条文 

文書３６８ Ｒ３．６．１０参・内閣委員会議事録（石川博崇議員）抜粋 

文書３６９ 法律概要 

文書３７０ 条文 

文書３７１ 条文 

文書３７２ 法律概要 

文書３７３ ご発言メモ案 

文書３７４ ０１ 法律概要 

文書３７５ ０２ 条文 

文書３７６ ２０２２年度政府予算編成及び施策に対する要望項目への回答 

文書３７７ 重要土地等調査法の施行スケジュールについて（案） 

文書３７８ 国土利用の実態把握等に関する有識者会議 

文書３７９ 令和４年度予算概算要求の概要 

文書３８０ 令和３年度制度及び予算要望書への回答 

文書３８１ ２１０９１３回答 

文書３８２ 条文 

文書３８３ 提言 

文書３８４ 法律概要（条番号入り） 

文書３８５ １【ｓｅｔ】有識者会議提言概要 

文書３８６ ２【ｓｅｔ】提言 

文書３８７ ３ 法律概要（条番号入り） 

文書３８８ ４ 条文 

文書３８９ ５【抜粋版】概算要求白パン 

文書３９０ ６ スケジュール 

文書３９１ ２１１２０２＿議員依頼事項概要 

文書３９２ 議員レク要求応答要領 

文書３９３ 令和３年度補正予算案の概要 

文書３９４ ２１１２０７議員事務所対応資料 

文書３９５ ０１ 法律概要（条番号入り） 

文書３９６ ０２ スケジュール 
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文書３９７ ０３ 補正予算一覧 

文書３９８ ０４ ２１１１１９経済対策閣議決定（抜粋） 

文書３９９ 令和４年度予算案の概要 

文書４００ 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律案説明資料 

文書４０１ 令和３年度補正予算（案） 

文書４０２ 令和４年度当初予算（案） 

文書４０３ 令和４年度予算概算要求 

文書４０４ 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律案説明資料 

文書４０５ 議員事務所２２０２１０（土地室）回答（質問１） 

文書４０６ 議員事務所２２０２１０（土地室）回答（質問２，３） 

文書４０７ 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律案説明資料 

文書４０８ 重要土地等調査法の概要 

文書４０９ 有識者会議提言概要 

文書４１０ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言 

文書４１１ 法律概要 

文書４１２ ０１＿要綱案 

文書４１３ ０２＿案文・理由 

文書４１４ ０３＿新旧対照表 

文書４１５ ０４＿参照条文 

文書４１６ 法案概要 

文書４１７ 国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方について

提言２０２０年 

文書４１８ 法案概要ポンチ絵 

文書４１９ 有識者会議提言概要 

文書４２０ 法案概要 

文書４２１ ２１０３３１＿日本維新の会・内閣部会 

文書４２２ ①法案概要 

文書４２３ ②条文案 

文書４２４ ③提言 

文書４２５ ④政府法案と維新案の比較 

文書４２６ ２０１２１０＿公明党「国土の利用及び管理に関する新たな法

制検討ＰＴ」概要 

文書４２７ 第１回・公明党ＰＴの模様 

文書４２８ 第一回ＰＴ（土地利用・管理等の取組） 
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文書４２９ ２１０２０９公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及び

管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議（概要） 

文書４３０ ①【ｓｅｔ】法案概要 

文書４３１ ②有識者会議提言概要 

文書４３２ ③【ｓｅｔ】提言 

文書４３３ ④（資料３）事務局資料 

文書４３４ 法案概要 

文書４３５ ２１０２１６ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及

び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議②（概要） 

文書４３６ ○提出資料一式 

文書４３７ ２１０２１８ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及

び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議③（概要） 

文書４３８ １ 【部会資料】法案概要 

文書４３９ ２ 案文・理由 

文書４４０ ３ 条文上の対応 

文書４４１ ４ 防衛省市ヶ谷周辺図 

文書４４２ ５ ２１０２１８ 各国制度 

文書４４３ ２１０２２４ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及

び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議④（概要） 

文書４４４ ①ＰＴ御説明用資料（事前届出） 

文書４４５ ②ＰＴ御説明資料（面積要件） 

文書４４６ ③ＰＴ御説明資料（地価について） 

文書４４７ ④ＰＴ御説明資料（特別注視区域の考え方） 

文書４４８ ⑤ＰＴ御説明資料（地方自治体への意見聴取方針） 

文書４４９ ２１０３１６ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及

び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議⑤（概要） 

文書４５０ ⓪目次 

文書４５１ ①事前届出の考え方 

文書４５２ ①－１国交省資料所見 

文書４５３ ①－２中小企業庁所見 

文書４５４ ②地方公共団体の関与 

文書４５５ ③地方公共団体からの意見 

文書４５６ ③－１地方公共団体からの意見（北海道東北地方知事会の提言

等） 

文書４５７ ④有人離島地域離島に関する区域指定の考え方 

文書４５８ 法案概要 

文書４５９ 有人国境離島地域を構成する離島２１０３１５ 

文書４６０ ２１０３２２ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及
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び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議⑥（概要） 

文書４６１ ０３２２説明資料 

文書４６２ ①２１０３１９ 要綱案 

文書４６３ ②２１０３１９ 条文案（案入り） 

文書４６４ ③２１０３１９  新旧 

文書４６５ ④＿２１０３１９ 参照条文 

文書４６６ 法案概要 

文書４６７ ２１０３２３ 公明党内閣部会・安全保障部会・国土の利用及

び管理に関する新たな法制検討ＰＴ合同会議⑦（概要） 

文書４６８ ２０１０２９ 安全保障と土地法制に関する特命委員会・役員

会 概要 

文書４６９ 資料１（土地利用・管理等の取組） 

文書４７０ 資料２（小此木内閣府特命担当大臣記者会見要旨） 

文書４７１ 別添１（特命委員会役員名簿） 

文書４７２ 別添２（議法） 

文書４７３ 別添３（土地利用・管理等の取組） 

文書４７４ ２０１１１２ 安全保障と土地法制に関する特命委員会・役員

会 概要 

文書４７５ 別添１（議事次第及び名簿） 

文書４７６ 別添２（関係省庁からの説明資料） 

文書４７７ 別添３（今後のスケジュール） 

文書４７８ ２０１１１９ 安全保障と土地法制に関する特命委員会・役員

会 概要 

文書４７９ 回答フォーマット（内閣官房） 

文書４８０ 特命委今後の予定 

文書４８１ ２０１２０１ 安全保障と土地法制に関する特命委員会・役員

会 概要 

文書４８２ ２０１２０３ 安全保障と土地法制に関する特命委員会 概要 

文書４８３ ２１０１１４ 安全保障と土地法制に関する特命委員会 概要 

文書４８４ ①０３０１１４ 安全保障と土地法制に関する特命委員会資料 

文書４８５ ②０３０１１４＿【特命委資料】安全保障と土地法制に関する

特命委員会 提言（抜粋） 

文書４８６ ③０３０１１４＿【特命委資料】有識者会議提言概要 

文書４８７ ④０３０１１４＿【特命委資料】有識者会議提言 

文書４８８ 特命委役員会指摘事項への回答 

文書４８９ 【提出】法案概要 

文書４９０ 和田政務官ご挨拶文 

文書４９１ ２１０２１８自民党・内閣第一部会・安全保障と土地法制に関
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する特命委員会合同会議（条文審査）概要 

文書４９２ 【部会資料】法案概要 

文書４９３ ０１＿要綱案 

文書４９４ ０２＿案文・理由 

文書４９５ ０３＿新旧対照表 

文書４９６ ０４＿参照条文 

文書４９７ ２１０３１９ 自民党・内閣第一部会・安全保障と土地法制に

関する特命委員会合同会議 概要 

文書４９８ 内閣第一部会・安全保障と土地法制特別委員会会議メモ 

文書４９９ 部会説明資料 

文書５００ 法案概要 

文書５０１ ０１ 要綱案 

文書５０２ ０２ 案文 

文書５０３ ０３ 新旧 

文書５０４ ０４ 参照条文 

文書５０５ 政審・資料 

文書５０６ 議員発言メモ（政審用） 

文書５０７ 議員発言メモ（政審用） 

文書５０８ ２１０３２３＿部会法案審査報告（重要施設周辺及び国境離島

等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法

律案） 

文書５０９ 総務会・資料 

文書５１０ ２０１０２７＿【提出】予算の現状について（内閣官房土地調

査検討室） 

文書５１１ ２１０１１４ 説明資料（重要土地等調査法の施行スケジュー

ルについて（案）等） 

文書５１２ Ｒ４予算要求一覧 

文書５１３ 法律概要（条番号入り） 

文書５１４ 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査

及び利用の規制等に関する法律案に対する附帯決議 

文書５１５ ２１０５１７ 維新部会概要 

文書５１６ 条文案 

文書５１７ 法案概要 

文書５１８ 普天間飛行場周辺図（周辺１０００ｍ） 

文書５１９ 説明資料（機能阻害行為の類型等） 

文書５２０ ２１０４０９＿（概要）立憲民主党「外交・安全保障・主権調

査会」 

文書５２１ ２１０２１０ 各国制度 
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文書５２２ １有識者会議・構成員 

文書５２３ ２有識者会議提言概要 

文書５２４ ３「国土利用の実態把握等のための新たな法制度の在り方につ

いて」提言 

文書５２５ ２０２１０４０９ 外交・安保・主権調査会次第 

文書５２６ 部会説明用 読み上げ原稿 

文書５２７ ２１０４１５＿（概要）立憲勉強会 

文書５２８ 各国制度（詳細） 

文書５２９ 提言・森林法・農地法抜粋 

文書５３０ ２１０４２８＿（概要）立憲部会 

文書５３１ 「北海道東北地方知事会の提言等について」（令和２年８月） 

文書５３２ 各国制度（詳細） 

文書５３３ 地方自治法に基づく意見書の例 

文書５３４ ２１０５１３ 立憲部会概要 

文書５３５ 諸外国における安全保障の観点からの土地管理 

文書５３６ 地方自治法に基づく意見書の例 

文書５３７ ２１０６０７ 九州弁護士会連合会（官房長官） 

文書５３８ ２１０６０８ 兵庫県弁護士会（官房長官） 

文書５３９ ２１０６１７ 埼玉県平和委員会 

文書５４０ ２１０６２４ 東京弁護士会（官房長官） 

文書５４１ ２１０６２５ 京都弁護士会（官房長官） 

文書５４２ ２１０７２７ 第二東京弁護士会（官房長官宛て） 

文書５４３ ２１０８０３ 青森県弁護士会（官房長官宛て） 

文書５４４ ２１１０２５ 東京弁護士会（官房長官宛て） 

文書５４５ ２１１１２２ 一覧表（官房長官宛） 

文書５４６ ２１０５２１ 沖縄弁護士会声明 

文書５４７ ２１０５２６ 八尾平和委員会声明 

文書５４８ ２１０５２８ 日本ＹＷＣＡ声明 

文書５４９ ２１０５３０ 石垣島に軍事基地をつくらせない市民連絡会声 

     明 

文書５５０ ２１０６０１ 沖縄平和運動センター声明 

文書５５１ ２１０６０４ 神奈川県弁護士会声明 

文書５５２ ２１０６０５ 宮古島平和ネットワーク声明 

文書５５３ ２１０６０７ 九州弁護士会連合会（総理）声明 

文書５５４ ２１０６０７ 原発問題全道連絡会 

文書５５５ ２１０６０８ 岐阜県弁護士会声明 

文書５５６ ２１０６０８ 兵庫県弁護士会（総理宛）声明 

文書５５７ ２１０６０９ 愛知県弁護士会声明 
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文書５５８ ２１０６０９ 新潟県弁護士会声明 

文書５５９ ２１０６１０ 岡山弁護士会声明（理由説明書において「岡山

県弁護士会」とあるのは，明白な誤記と認める。当該文書につい

ては，以下同じ。） 

文書５６０ ２１０６１０ 埼玉弁護士会声明 

文書５６１ ２１０６１０ 福岡県弁護士会声明 

文書５６２ ２１０６１１ 日本機関紙協会埼玉県本部声明 

文書５６３ ２１０６１３ 浜松市平和委員会声明 

文書５６４ ２１０６１４ 宮崎県弁護士会声明 

文書５６５ ２１０６１４ 滋賀弁護士会声明 

文書５６６ ２１０６１７ 埼玉県平和委員会声明 

文書５６７ ２１０６１７ 千葉県弁護士会声明 

文書５６８ ２１０６１８ 茨城県弁護士会声明 

文書５６９ ２１０６１９ ミサイル基地いらない宮古島住民連絡会声明 

文書５７０ ２１０６２４ 東京弁護士会（総理）声明 

文書５７１ ２１０６２５ 京都弁護士会（総理）声明 

文書５７２ ２１０６２５ 札幌弁護士会声明 

文書５７３ ２１０６３０ 青年法律家協会弁護士学者合同部会声明 

文書５７４ ２１０７０１ 島根県弁護士会声明 

文書５７５ ２１０７１３ 沖教組国頭支部声明 

文書５７６ ２１０７１３ 山形県弁護士会声明 

文書５７７ ２１０７２７ 第二東京弁護士会声明 

文書５７８ ２１０８０６ 高知弁護士会声明 

文書５７９ ２１０８１５ 札幌北区革新懇話会声明 

文書５８０ ２１１０２０ 群馬弁護士会声明 

文書５８１ ２１１０２５ 東京弁護士会意見書 

文書５８２ ２１１１１０ 岩手弁護士会声明 

文書５８３ ２１１１２９ 富山県弁護士会声明 

文書５８４ ２２０１２１ 神奈川県弁護士会意見書 

文書５８５ ２２０１２７ 神奈川県弁護士会意見書 

文書５８６ ２１０６１４ 小金井市，北谷町，旭川市議会意見書（官房長

官宛） 

文書５８７ ２１０６１４ 小金井市議会意見書（総理宛） 

文書５８８ ２１０６２２ 北谷町議会意見書（総理宛） 

文書５８９ ２１０６２５ 旭川市議会意見書（総理宛） 

文書５９０ ２１０７０２ 名護市議会意見書（総理宛） 

文書５９１ ２１０８１８ 中城村議会意見書（官房長官宛て） 

文書５９２ ２１０８１８ 中城村議会意見書（総理宛） 
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文書５９３ ２１０９１６ 今帰仁村議会意見書（総理宛） 

文書５９４ ２１０９１７ 北海道豊浦町議会意見書（総理宛） 

文書５９５ ２１０９１７ 北海道豊浦町議会意見書（大臣宛） 

文書５９６ ２１０９２８ 読谷村議会意見書（総理宛） 

文書５９７ ２２０３２３ 府中市議会意見書（大臣宛） 

文書５９８ ２００９１８ 大臣会見想定 

文書５９９ ２０１００９ 大臣会見想定 

文書６００ ２０１００９ 長官会見想定 

文書６０１ ２０１０２６ 大臣会見想定 

文書６０２ ２０１０２６ 長官会見想定 

文書６０３ ２０１０３０ 政務官会見想定 

文書６０４ ２０１０３０ 長官会見想定 

文書６０５ ２０１１０２ 長官会見想定 

文書６０６ ２０１１０５ 長官会見想定 

文書６０７ ２０１１０６ 大臣会見想定 

文書６０８ ２０１１０６ 大臣会見想定 

文書６０９ ２０１１０６ 長官会見想定 

文書６１０ ２０１１０９ 長官会見想定 

文書６１１ ２０１１１０ 大臣会見想定 

文書６１２ ２０１１１０ 大臣会見想定 

文書６１３ ２０１１１０ 長官会見想定 

文書６１４ ２０１１２０ 大臣会見想定 

文書６１５ ２０１１２０ 大臣会見想定 

文書６１６ ２０１１２７ 大臣会見想定 

文書６１７ ２０１１３０ 長官会見想定 

文書６１８ ２０１２０１ 長官会見想定 

文書６１９ ２０１２０４ 長官会見想定 

文書６２０ ２０１２１１ 長官会見想定 

文書６２１ ２０１２１７ 長官会見想定 

文書６２２ ２０１２１８ 総理（産経） 

文書６２３ ２０１２１８ 大臣会見想定 

文書６２４ ２０１２１８ 長官会見想定 

文書６２５ ２０１２２２ 大臣会見想定 

文書６２６ ２０１２２２ 長官会見想定 

文書６２７ ２０１２２５ 大臣会見想定 

文書６２８ ２１０１０６ 大臣会見想定 

文書６２９ ２１０１２５ 長官会見想定 

文書６３０ ２１０２１４ 長官会見想定 
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文書６３１ ２１０２２１ 長官会見想定 

文書６３２ ２１０３０２ 大臣会見想定 

文書６３３ ２１０３０８ 大臣会見想定 

文書６３４ ２１０３１１ 長官会見想定 

文書６３５ ２１０３１２ 大臣会見想定 

文書６３６ ２１０３１６ 大臣会見想定 

文書６３７ ２１０３１９ 大臣会見想定 

文書６３８ ２１０３２２ 長官会見想定 

文書６３９ ２１０３２３ 大臣会見想定 

文書６４０ ２１０３２３ 長官会見想定 

文書６４１ ２１０３２６ 大臣会見想定 

文書６４２ ２１０３２６ 大臣会見想定 

文書６４３ ２１０３２６ 長官会見想定（午前） 

文書６４４ ２１０３２６ 長官会見想定（午後） 

文書６４５ ２１０３３０ 大臣会見想定 

文書６４６ ２１０４０６ 大臣会見想定 

文書６４７ ２１０４２０ 大臣会見想定 

文書６４８ ２１０４２６ 長官会見想定 

文書６４９ ２１０５１０ 長官会見想定 

文書６５０ ２１０５１１ 大臣会見想定 

文書６５１ ２１０５１４ 大臣会見想定 

文書６５２ ２１０５１４ 大臣会見想定 

文書６５３ ２１０５２１ 大臣会見想定 

文書６５４ ２１０５２７ 長官会見想定 

文書６５５ ２１０５２８ 長官会見想定 

文書６５６ ２１０６０１ 大臣会見想定 

文書６５７ ２１０６１５ 長官会見想定 

文書６５８ ２１０６１６ 長官会見想定 

文書６５９ ２１０６１８ 大臣会見想定 

文書６６０ ２１０８１２ 長官会見想定 

文書６６１ ２１０８２０ 大臣会見想定 

文書６６２ ２１０８２０ 大臣会見想定 

文書６６３ ２１０８２６ 長官会見想定 

文書６６４ ２１０８３１ 大臣会見想定 

文書６６５ ２１１１１６ グループインタビュー問１８ 

文書６６６ ２１１１１６ グループインタビュー問１９ 

文書６６７ ２１１１１６ グループインタビュー問２０ 

文書６６８ ２１１２２４ 長官会見想定 
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文書６６９ ２１１２２４ 大臣会見想定 

文書６７０ ２２０２０６ 長官会見想定 

文書６７１ ２２０２０８ 大臣会見想定 

文書６７２ ⓪体制及び今後のスケジュール 

文書６７３ ①重要土地等調査法成立までの経緯 

文書６７４ ②法律概要（条番号入り） 

文書６７５ ③条文 

文書６７６ ④２１０５２８ 衆議院附帯決議 

文書６７７ ⑤２１０６１５ 参議院附帯決議 

文書６７８ ⑥国会審議における主な論点（回答入り） 

文書６７９ ⑦２１０５２６ 理事会協議事項１（区域指定の候補） 

文書６８０ ⑧２１０５２６ 理事会協議事項２（生活関連施設） 

文書６８１ ⑨【ｓｅｔ】有識者会議提言概要 

文書６８２ ⑩【ｓｅｔ】提言 

文書６８３ ０１－１ 法律概要（簡略版） 

文書６８４ ０１－２ 調査・利用規制・買取りの流れについて 

文書６８５ ０２ 体制及び今後のスケジュール 

文書６８６ ０３ 主な検討課題 
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別紙４ 先行決定で特定した文書（先行決定文書） 

 

 文書１ ２１０５１０長官会見想定 
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別紙５ 原処分３で特定した文書（本件対象文書３） 

 

文書２ないし文書６４８までは，明白な誤記の取扱いも含めて，別紙３と同

じ。 

文書６４９ ２１０５１１ 大臣会見想定 

文書６５０ ２１０５１４ 大臣会見想定 

文書６５１ ２１０５１４ 大臣会見想定 

文書６５２ ２１０５２１ 大臣会見想定 

文書６５３ ２１０５２７ 長官会見想定 

文書６５４ ２１０５２８ 長官会見想定 

文書６５５ ２１０６０１ 大臣会見想定 

文書６５６ ２１０６１５ 長官会見想定 

文書６５７ ２１０６１６ 長官会見想定 

文書６５８ ２１０６１８ 大臣会見想定 

文書６５９ ２１０８１２ 長官会見想定 

文書６６０ ２１０８２０ 大臣会見想定 

文書６６１ ２１０８２０ 大臣会見想定 

文書６６２ ２１０８２６ 長官会見想定 

文書６６３ ２１０８３１ 大臣会見想定 

文書６６４ ２１１１１６ グループインタビュー問１８ 

文書６６５ ２１１１１６ グループインタビュー問１９ 

文書６６６ ２１１１１６ グループインタビュー問２０ 

文書６６７ ２１１２２４ 長官会見想定 

文書６６８ ２１１２２４ 大臣会見想定 

文書６６９ ２２０２０６ 長官会見想定 

文書６７０ ２２０２０８ 大臣会見想定 

文書６７１ ⓪体制及び今後のスケジュール 

文書６７２ ①重要土地等調査法成立までの経緯 

文書６７３ ②法律概要（条番号入り） 

文書６７４ ③条文 

文書６７５ ④２１０５２８ 衆議院附帯決議 

文書６７６ ⑤２１０６１５ 参議院附帯決議 

文書６７７ ⑥国会審議における主な論点（回答入り） 

文書６７８ ⑦２１０５２６ 理事会協議事項１（区域指定の候補） 

文書６７９ ⑧２１０５２６ 理事会協議事項２（生活関連施設） 

文書６８０ ⑨【ｓｅｔ】有識者会議提言概要 

文書６８１ ⑩【ｓｅｔ】提言 

文書６８２ ０１－１ 法律概要（簡略版） 
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文書６８３ ０１－２ 調査・利用規制・買取りの流れについて 

文書６８４ ０２ 体制及び今後のスケジュール 

文書６８５ ０３ 主な検討課題 
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別紙６ 行政文書ファイル 

 

不服審査申立書等（令和３年度） 

出勤簿（令和３年） 

休暇簿（令和３年） 

出勤簿（令和４年） 

休暇簿（令和４年） 

併任者勤務状況通知書 

標準文書保存期間基準及び行政文書ファイル管理簿 

国会議員からの資料・説明要求（令和２年度） 

国会議員からの資料・説明要求（令和３年度） 

政党等からの資料・説明要求（令和２年度） 

政党等からの資料・説明要求（令和３年度） 

陳情・要請等（令和３年度） 

大臣等会見想定（令和２年度） 

大臣等会見想定（令和３年度） 

法律説明資料（令和３年度） 
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別紙７ 開示すべき部分 

 

（１）審査請求書の押印欄 

（２）出勤簿の氏名 

（３）出勤簿の出欠欄のうち出勤，ＴＷ及び研修を示す表示部分 

（４）出勤簿の集計欄のうちテレワーク欄の回数 

（５）出勤簿の備考欄のうち研修に係る情報が記載されている部分 

（６）週休日振替等命令簿の勤務を命ずる日及び当該日の勤務時欄，業務の

内容欄，振替又は変更の別を記載する部分，命令月日欄，所属長印欄，

本人印欄，勤務時間管理員欄及び備考欄 

（７）併任者勤務状況通知書の出欠欄のうち出勤，テレワーク及び研修を示

す表示部分 

（８）併任者勤務状況通知書の併任者の氏名 

（９）地方自治法に基づく意見書の都道府県議会議長の印影 
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別表１ 原処分２の不開示部分と不開示理由（本件対象文書２） 

 

行政文書の名称等 不開示とした場所 不開示理由 

文書２ 

【審査請求書】０３０

６１７（閣副第７０５

号） 

個人の氏名及び住所 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書４ 

【審査請求書】０３０

７１９（閣副第１１２

０号） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書５ 

【審査請求書】０３０

７２１（閣副第１１２

０号（その２）） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書８ 

【審査請求書】０３０

８１６（閣副第１３４

８号） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１０ 

【審査請求書】０３０

９２２（閣副第１５７

６号） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１２ 

【審査請求書】０３１

００４（閣副第１６０

８号，１６０９号，１

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある
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６１０号） ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１３ 

【審査請求書】０３１

１０１（閣副第１６０

８号） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１５ 

【審査請求書】０３１

０１１（閣副第１６２

９号） 

個人の氏名及び住所 特定の個人の氏名及び

住所については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

文書１７ 

【審査請求書】０４０

１１３（閣副第２０８

１号） 

個人の氏名及び住所 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９ 

【審査請求書】０３１

２２３（閣副第１９０

０号） 

個人の氏名，印影及び住

所 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 
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文書２２ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２３ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２４ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２５ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２６ 出欠欄，集計欄及び備考 出欠欄等の職員の休暇
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Ｒ３出勤簿 欄 に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２７ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２８ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２９ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３０ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について
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は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３１ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３２ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３３ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３４ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報
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であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３５ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３６ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３７ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３８ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ
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とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書３９ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４０ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４１ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４２ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利
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利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４３ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４４ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４５ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４６ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが
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あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４７ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４８ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書４９ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書５０ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか
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ら，法５条１号に該

当。 

文書５１ 

Ｒ３出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書５２ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員の確

認欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書５３ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

の確認欄，備考欄及び年

次休暇の日数（前年から

の繰越し日数・本年分の

日数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書５４ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員の確認欄及び

備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書５５ 

新型コロナウイルス感

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに
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染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種） 

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書５６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種）副反応 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書５７ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書５８ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書５９ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６０ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益



67 

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種） 

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書６１ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種） 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書６２ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６３ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６４ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６５ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，
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欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６６ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６７ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６８ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書６９ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７０ 期間欄，期間の連続性の 職員の休暇に関する内
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Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７１ 

Ｒ３週休日振替等命令

簿 

勤務を命ずる日及び当該

日の勤務時間欄，業務の

内容欄，振替又は変更に

より週休日等とする日及

び変更により４時間の勤

務時間を割振る事をやめ

た後の勤務時間等欄，命

令月日欄，所属長印欄，

本人印欄,勤務時間管理員

欄及び備考欄 

職員の週休日の振替等

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書７２ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書７３ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７４ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので
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越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７５ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７６ 

Ｒ３週休日振替等命令

簿（新様式） 

勤務を命ずる日及び当該

日の勤務時間欄，業務の

内容欄，振替又は変更に

より週休日等とする日及

び変更により４時間の勤

務時間を割振る事をやめ

た後の勤務時間等欄，命

令月日欄，所属長印欄，

本人印欄，勤務時間管理

員印欄及び備考欄 

職員の週休日の振替等

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書７７ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７８ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書７９ 期間欄，期間の連続性の 職員の休暇に関する内
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Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８０ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書８１ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８２ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８３ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 
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文書８４ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８５ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８６ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書８７ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種） 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書８８ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種）副反応 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書８９ 官職，氏名，日，時間及 個人に関する情報であ
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新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種） 

び接種機関等名 って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９０ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種）副反応 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９１ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書９２ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書９３ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書９４ 

新型コロナウイルス感

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに
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染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種） 

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９５ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種）副反応 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種） 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９７ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種）副反応 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９８ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種）副反応 2 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書９９ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１００ 期間欄，残日数・時間 職員の休暇に関する内
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Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０１ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０２ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０３ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０４ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので
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考欄 あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０５ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１０６ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０７ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０８ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１０９ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す
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欄及び備考欄 るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１０ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１１ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１２ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１３ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１４ 

Ｒ３休暇簿（病気休

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

職員の休暇に関する内

容については，個人に



78 

暇） の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１５ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１１６ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１７ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１８ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１１９ 官職，氏名，日，時間及 個人に関する情報であ
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新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

び接種機関等名 って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１２０ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２１ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２２ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２３ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 
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文書１２４ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２５ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２６ 

総合健診のために勤務

しないことの承認願 

官職，氏名，日・時間

欄，医療機関名欄及び主

な検診項目欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１２７ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１２８ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条



81 

数）及び集計欄 １号に該当。 

文書１２９ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３０ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３１ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３２ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３３ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，
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欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３４ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３５ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１３６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（一回目接

種） 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１３７ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

種） 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１３８ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（二回目接

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，
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種）副反応 法５条１号に該当。 

文書１３９ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４０ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４１ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４２ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４３ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，
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処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４４ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４５ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４６ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書 1４７ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４８ 期間欄，残日数・時間 職員の休暇に関する内
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Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１４９ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５０ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５１ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５２ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので
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越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５３ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５４ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５５ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５６ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５７ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，
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欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５８ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１５９ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６０ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６１ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 
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文書１６２ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６３ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６４ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６５ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，
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法５条１号に該当。 

文書１６７ 

Ｒ３休暇簿（特別休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，理由欄，本人の確認

欄，請求（申出）月日

欄，承認の可否欄，決裁

欄，勤務時間管理員処理

欄及び備考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６８ 

Ｒ３休暇簿（年次休

暇） 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数）及び集計欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１６９ 

Ｒ３休暇簿（病気休

暇） 

期間欄，期間の連続性の

有無等欄，理由欄，本人

の確認欄，請求月日欄，

証明書類の有無欄，承認

の可否欄，決裁欄，勤務

時間管理員処理欄及び備

考欄 

職員の休暇に関する内

容については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

文書１７０ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７１ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報
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であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７２ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７３ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７４ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７５ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ
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とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７６ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７７ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７８ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１７９ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利
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利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８０ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８１ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８２ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８３ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが
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あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８４ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８５ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８６ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄，集計欄及び備考

欄 

出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１８７ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか
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ら，法５条１号に該

当。 

文書１８８ 

Ｒ４出勤簿 

氏名，出欠欄及び集計欄 氏名及び出欠欄等の職

員の休暇に関する内容

については，個人に関

する情報であって，公

にすることにより，個

人の権利利益を害する

おそれがあるものであ

ることから，法５条１

号に該当。 

文書１８９ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１９０ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１９１ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該
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当。 

文書１９２ 

Ｒ４出勤簿 

出欠欄及び集計欄 出欠欄等の職員の休暇

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書１９３ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９４ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９５ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（三回目接

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，
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種） 法５条１号に該当。 

文書１９６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願（三回目接

種）副反応 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９７ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９８ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書１９９ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

文書２００ 

Ｒ４週休日振替等命令

簿 

勤務を命ずる日及び当該

日の勤務時間欄，業務の

内容欄，振替又は変更に

より週休日等とする日及

び変更により４時間の勤

務時間を割振る事をやめ

た後の勤務時間等欄，命

令月日欄，所属長印欄，

本人印欄，勤務時間管理

員欄及び備考欄 

職員の週休日の振替等

に関する内容について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

文書２０１ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

氏名，日，時間及び接種

機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０２ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０３ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０４ 期間欄，残日数・時間 個人に関する情報であ
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Ｒ４休暇簿 欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０５ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０７ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願副反応 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０８ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある
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処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２０９ 

Ｒ４【様式】週休日振

替等命令簿（新様式） 

勤務を命ずる日及び当該

日の勤務時間欄，業務の

内容欄，振替又は変更に

より週休日等とする日及

び変更により４時間の勤

務時間を割振る事をやめ

た後の勤務時間等欄，命

令月日欄，所属長印欄，

本人印欄，勤務時間管理

員欄及び備考欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１０ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１１ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

文書２１２ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

氏名，日，時間及び接種

機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１３ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１４ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１５ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

文書２１６ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１７ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１８ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２１９ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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び請求（申出）月日欄 

文書２２０ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

官職，氏名，日，時間及

び接種機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２１ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願副反応 

官職，氏名，日及び時間 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２２ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２３ 

新型コロナウイルス感

染症に係る予防接種等

のために勤務しないこ

との承認願 

氏名，日，時間及び接種

機関等名 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２４ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

文書２２５ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２６ 

Ｒ４休暇簿 

氏名，期間欄，残日数・

時間欄，本人の確認欄，

請求月日欄，承認の可否

欄，決裁欄，勤務時間管

理員処理欄，備考欄，年

次休暇の日数（前年から

の繰越し日数・本年分の

日数），集計欄，期間の

連続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２７ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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文書２２８ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２２９ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３０ 

Ｒ４休暇簿 

期間欄，残日数・時間

欄，本人の確認欄，請求

月日欄，承認の可否欄，

決裁欄，勤務時間管理員

処理欄，備考欄，年次休

暇の日数（前年からの繰

越し日数・本年分の日

数），集計欄，期間の連

続性の有無等欄，理由

欄，証明書類の有無欄及

び請求（申出）月日欄 

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３１ 

２１０５０７併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある
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ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３２ 

２１０６０２併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３３ 

２１０７０２併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３４ 

２１０８０３併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３５ 

２１０９０３併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３６ 

２１１００３併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３７ 

２１１１０２併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，
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法５条１号に該当。 

文書２３８ 

２１１２０１併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２３９ 

２２０１０５併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２４０ 

２２０２０２併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２４１ 

２２０３０１併任者勤

務状況通知書 

出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書２４２ 

２２０３３１併任者勤

務状況通知書 

氏名，出欠欄及び宛先 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書３０６ 

地方自治法に基づく意

見書の例  

長野県議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが



107 

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書３２８ 

１地方自治法に基づく

地方公共団体からの意

見書一覧及び意見書原

本 

大和市議会議長等の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書３３８ 

意見書一式（地自法９

９） 

大和市議会議長等の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書３４３ 

神奈川県大和市（意見

書） 

大和市議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書３４４ 

静岡県市議会議長会

（要望書） 

静岡県市議会議長会会長

の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか
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ら，法５条２号に該

当。 

文書３５８ 

意見書 

大和市議会議長等の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書３９４ 

２１１２０７議員事務

所対応資料 

行政機関の直通番号及び

メールアドレス 

直通番号及びメールア

ドレスについては，国

の機関が行う事務に関

する情報であって，公

にすることにより，事

務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがある

ものであることから，

法５条６号に該当。 

文書４２１ 

２１０３３１＿日本維

新の会・内閣部会  

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある
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ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４２６ 

２０１２１０＿公明党

「国土の利用及び管理

に関する新たな法制検

討ＰＴ」概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４２７ 

第１回・公明党 PT の

模様 

出席議員名及び出席議員

の意見 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見も，公開を

前提に行われたもので

はなく，これを公にす

ることで政党との間で

信頼関係が損なわれ，

今後の事務に支障を生
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じるおそれがあること

から，法５条６号柱書

きに該当。 

文書４２９ 

２１０２０９公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議（概

要） 

出席議員が分かる記載部

分及び議事概要（出席議

員の意見等） 

出席議員の氏名等につ

いては，個人に関する

情報であって，公にす

ることにより，個人の

権利利益を害するおそ

れがあるものであるこ

とから，法５条１号に

該当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４３５ 

２１０２１６公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議②

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ
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れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４３７ 

２１０２１８公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議③

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４４３ 

２１０２２４ 公明党

内閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議④

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間
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で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４４９ 

２１０３１６公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議⑤

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，第５条６号

柱書きに該当。 

文書４６０ 

２１０３２２公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議⑥

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に
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することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４６７ 

２１０３２３公明党内

閣部会・安全保障部

会・国土の利用及び管

理に関する新たな法制

検討ＰＴ合同会議⑦

（概要） 

参加議員名が分かる記載

部分及び議事概要（出席

議員の意見等） 

参加議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４６８ 

２０１０２９安全保障

と土地法制に関する特

命委員会・役員会 概

要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの
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ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４７１ 

別添１（特命委員会役

員名簿） 

氏名 個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 

文書４７４ 

２０１１１２安全保障

と土地法制に関する特

命委員会・役員会 

概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４７５ 

別添１（議事次第及び

名簿） 

出席議員が分かる記載部

分及び議事次第 

出席議員の氏名等につ

いては，個人に関する

情報であって，公にす

ることにより，個人の

権利利益を害するおそ
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れがあるものであるこ

とから，法５条１号に

該当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，議

事次第も，公開を前提

に行われたものではな

く，これを公にするこ

とで政党との間で信頼

関係が損なわれ，今後

の事務に支障を生じる

おそれがあることか

ら，法５条６号柱書き

に該当。 

文書４７８ 

２０１１１９安全保障

と土地法制に関する特

命委員会・役員会 

概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。本会議は，非公式

の形式で行われてお

り，出席者の意見等

も，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 

文書４８１ 

２０１２０１安全保障

と土地法制に関する特

命委員会・役員会 概

要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが
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あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４８２ 

２０１２０３安全保障

と土地法制に関する特

命委員会概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４８３ 

２１０１１４安全保障

と土地法制に関する特

命委員会概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利
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利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４８８ 

特命委役員会指摘事項

への回答 

指摘事項及び回答 出席者の指摘について

は，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 

文書４９１ 

２１０２１８自民党・

内閣第一部会・安全保

障と土地法制に関する

特命委員会合同会議

（条文審査）概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に
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することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４９７ 

２１０３１９自民党・

内閣第一部会・安全保

障と土地法制に関する

特命委員会合同会議 

概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書４９８ 

内閣第一部会・安全保

障と土地法制特別委員

会会議メモ 

会議内容記載部分 会議内容のメモについ

ては，公開を前提に作

成されたものではな

く，これを公にするこ

とで政党との間で信頼

関係が損なわれ，今後

の事務に支障を生じる

おそれがあることか

ら，法５条６号柱書き

に該当。 

文書５０５ 

政審・資料 

部会における国会議員か

らの意見等 

部会における国会議員

からの意見等について
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は，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 

文書５０６ 

議員発言メモ（政審

用） 

発言者氏名及び発言参考

記載部分 

発言者氏名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

政調審議会における国

会議員からの発言につ

いては，公開を前提に

行われたものではな

く，これを公にするこ

とで政党との間で信頼

関係が損なわれ，今後

の事務に支障を生じる

おそれがあることか

ら，法５条６号柱書き

に該当。 

文書５０７ 

議員発言メモ（政審

用） 

発言者氏名及び発言参考

記載部分 

発言者氏名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

政調審議会における国

会議員からの発言につ
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いては，公開を前提に

行われたものではな

く，これを公にするこ

とで政党との間で信頼

関係が損なわれ，今後

の事務に支障を生じる

おそれがあることか

ら，法５条６号柱書き

に該当。 

文書５０８ 

２１０３２３＿部会法

案審査報告（重要施設

周辺及び国境離島等に

おける土地等の利用状

況の調査及び利用の規

制等に関する法律案） 

部会における国会議員か

らの意見等 

部会における国会議員

からの意見等について

は，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 

文書５０９ 

総務会・資料 

部会における国会議員か

らの意見等 

部会における国会議員

からの意見等について

は，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 

文書５１５ 

２１０５１７維新部会

概要 

出席議員名及び出席議員

の意見 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 
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本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見も，公開を

前提に行われたもので

はなく，これを公にす

ることで政党との間で

信頼関係が損なわれ，

今後の事務に支障を生

じるおそれがあること

から，法５条６号柱書

きに該当。 

文書５２０ 

２１０４０９＿（概

要）立憲民主党「外

交・安全保障・主権調

査会」 

参加議員名，有識者名及

び議事概要（出席議員の

意見等） 

参加議員名及び有識者

名については，個人に

関する情報であって，

公にすることにより，

個人の権利利益を害す

るおそれがあるもので

あることから，法５条

１号に該当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書５２５ 

２０２１０４０９外

交・安保・主権調査会

次第 

有識者名 有識者名については，

個人に関する情報であ

って，公にすることに

より，個人の権利利益

を害するおそれがある

ものであることから，

法５条１号に該当。 
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文書５２７ 

２１０４１５＿（概

要）立憲勉強会 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見等も，公開

を前提に行われたもの

ではなく，これを公に

することで政党との間

で信頼関係が損なわ

れ，今後の事務に支障

を生じるおそれがある

ことから，法５条６号

柱書きに該当。 

文書５３０ 

２１０４２８＿（概

要）立憲部会 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見等） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。本会議は，非公式

の形式で行われてお

り，出席者の意見等

も，公開を前提に行わ

れたものではなく，こ

れを公にすることで政

党との間で信頼関係が

損なわれ，今後の事務

に支障を生じるおそれ

があることから，法５

条６号柱書きに該当。 
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文書５３３ 

地方自治法に基づく意

見書の例 

長野県議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５３４ 

２１０５１３立憲部会

概要 

出席議員名及び議事概要

（出席議員の意見） 

出席議員名について

は，個人に関する情報

であって，公にするこ

とにより，個人の権利

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条１号に該

当。 

本会議は，非公式の形

式で行われており，出

席者の意見も，公開を

前提に行われたもので

はなく，これを公にす

ることで政党との間で

信頼関係が損なわれ，

今後の事務に支障を生

じるおそれがあること

から，法５条６号柱書

きに該当。 

文書５３６ 

地方自治法に基づく意

見書の例 

長野県議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 
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文書５３７ 

２１０６０７九州弁護

士会連合会（官房長

官） 

九州弁護士会連合会理事

長の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５３８ 

２１０６０８兵庫県弁

護士会（官房長官） 

兵庫県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４１ 

２１０６２５京都弁護

士会（官房長官） 

京都弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４２ 

２１０７２７第二東京

弁護士会（官房長官宛

て） 

第二東京弁護士会会長の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４３ 青森県弁護士会会長の印 当該印影については，
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２１０８０３青森県弁

護士会（官房長官宛

て） 

影 公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４６ 

２１０５２１沖縄弁護

士会声明 

沖縄弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４７ 

２１０５２６八尾平和

委員会声明 

八尾平和委員会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５４８ 

２１０５２８日本ＹＷ

ＣＡ声明 

日本ＹＷＣＡ会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５０ 

２１０６０１沖縄平和

沖縄平和運動センター議

長の印影 

当該印影については，

公にすることにより，
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運動センター声明 これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５１ 

２１０６０４神奈川県

弁護士会声明 

神奈川県弁護士会会長の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５２ 

２１０６０５宮古島平

和ネットワーク声明 

宮古島平和ネットワーク

声明の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５３ 

２１０６０７九州弁護

士会連合会（総理）声

明 

九州弁護士会連合会理事

長の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５５ 

２１０６０８岐阜県弁

護士会声明 

岐阜県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ
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れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５６ 

２１０６０８兵庫県弁

護士会（総理宛）声明 

兵庫県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５７ 

２１０６０９愛知県弁

護士会声明 

愛知県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５８ 

２１０６０９新潟県弁

護士会声明 

新潟県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５５９ 

２１０６１０岡山弁護

士会声明 

岡山弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団
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体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５６１ 

２１０６１０福岡県弁

護士会声明 

福岡県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５６４ 

２１０６１４宮崎県弁

護士会声明 

宮崎県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５６５ 

２１０６１４滋賀弁護

士会声明 

滋賀弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５６７ 

２１０６１７千葉県弁

護士会声明 

千葉県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な



129 

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５６９ 

２１０６１９ミサイル

基地いらない宮古島住

民連絡会声明 

ミサイル基地いらない宮

古島住民連絡会の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７１ 

２１０６２５京都弁護

士会（総理）声明 

京都弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７２ 

２１０６２５ 

札幌弁護士会声明 

札幌弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７３ 

２１０６３０青年法律

家協会弁護士学者合同

部会声明 

青年法律家協会弁護士学

者合同部会の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが
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あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７４ 

２１０７０１島根県弁

護士会声明 

島根県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７５ 

２１０７１３ 

沖教組国頭支部声明 

沖教組国頭支部執行委員

長の印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７６ 

２１０７１３山形県弁

護士会声明 

山形県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５７７ 

２１０７２７第二東京

弁護士会声明 

第二東京弁護士会会長の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか
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ら，法第５条第２号に

該当。 

文書５７８ 

２１０８０６高知弁護

士会声明 

高知弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８０ 

２１１０２０群馬弁護

士会声明 

群馬弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８２ 

２１１１１０岩手弁護

士会声明 

岩手弁護士会会長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８３ 

２１１１２９富山県弁

護士会声明 

富山県弁護士会会長の印

影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該
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当。 

文書５８４ 

２２０１２１神奈川県

弁護士会意見書 

神奈川県弁護士会会長の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８５ 

２２０１２７神奈川県

弁護士会意見書 

神奈川県弁護士会会長の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該団

体の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８６ 

２１０６１４小金井

市，北谷町，旭川市議

会意見書（官房長官

宛） 

小金井市市議会議長等の

印影 

当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８７ 

２１０６１４小金井市

議会意見書（総理宛） 

小金井市議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 
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文書５８８ 

２１０６２２北谷町議

会意見書（総理宛） 

北谷町議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５８９ 

２１０６２５旭川市議

会意見書（総理宛） 

旭川市議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９０ 

２１０７０２名護市議

会意見書（総理宛） 

名護市議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９１ 

２１０８１８中城村議

会意見書（官房長官宛

て） 

中城村議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９２ 中城村議会議長の印影 当該印影については，
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２１０８１８中城村議

会意見書（総理宛） 

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９３ 

２１０９１６今帰仁村

議会意見書（総理宛） 

今帰仁村議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９４ 

２１０９１７北海道豊

浦町議会意見書（総理

宛） 

豊浦町議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９５ 

２１０９１７北海道豊

浦町議会意見書（大臣

宛） 

豊浦町議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９６ 

２１０９２８読谷村議

読谷村議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，
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会意見書（総理宛） これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９７ 

２２０３２３府中市議

会意見書（大臣宛） 

府中市議会議長の印影 当該印影については，

公にすることにより，

これを偽造され悪用さ

れるなどして，当該議

会の権利その他正当な

利益を害するおそれが

あるものであることか

ら，法５条２号に該

当。 

文書５９８ 

２００９１８大臣会見 

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。行政

機関の直通番号につい

ては，国の機関が行う

事務に関する情報であ

って，公にすることに

より，事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそ

れがあるものであるこ

とから，法５条６号柱

書きに該当。 

文書５９９ 

２０１００９大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ
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り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６０１ 

２０１０２６大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６０３ 

２０１０３０政務官会

見想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法
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５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６０７ 

２０１１０６大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６０８ 

２０１１０６大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が
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行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６１１ 

２０１１１０大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６１２ 

２０１１１０大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正
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な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６１４ 

２０１１２０大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６１６ 

２０１１２７大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６
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号柱書きに該当。 

文書６１９ 

２０１２０４長官会見

想定 

行政機関の直通番号，個

人の携帯電話番号及び参

考資料に記載されている

個人氏名 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６２０ 

２０１２１１長官会見

想定 

行政機関の直通番号，個

人の携帯電話番号及び参

考資料に記載されている

個人氏名 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６２３ 

２０１２１８大臣会見

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人
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想定 に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６２５ 

２０１２２２大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６３２ 

２１０３０２大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を
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害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６３３ 

２１０３０８大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６３５ 

２１０３１２大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 
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行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６３６ 

２１０３１６大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。行政

機関の直通番号につい

ては，国の機関が行う

事務に関する情報であ

って，公にすることに

より，事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそ

れがあるものであるこ

とから，法５条６号柱

書きに該当。 

文書６３７ 

２１０３１９大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報
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であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６３９ 

２１０３２３大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６４５ 

２１０３３０大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす
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おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６４７ 

２１０４２０大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６５０ 

２１０５１１大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 
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文書６５１ 

２１０５１４大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６５２ 

２１０５１４大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６５３ 

２１０５２１大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ
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て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６５６ 

２１０６０１大臣会見

想定 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６６５ 

２１１１１６グループ

インタビュー問１８ 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも
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のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６６６ 

２１１１１６グループ

インタビュー問１９ 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に

ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 

文書６６７ 

２１１１１６グループ

インタビュー問２０ 

行政機関の直通番号及び

個人の携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話

番号については，個人

に関する情報であっ

て，公にすることによ

り，個人の権利利益を

害するおそれがあるも

のであることから，法

５条１号に該当。 

行政機関の直通番号に
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ついては，国の機関が

行う事務に関する情報

であって，公にするこ

とにより，事務の適正

な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるものであ

ることから，法５条６

号柱書きに該当。 
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別表２ 原処分３の不開示部分と不開示理由（本件対象文書４） 

 

文書６４９以降を除き，別表１の「行政文書の名称等」，「不開示とした場

所」及び「不開示理由」と同じ。 

 

行政文書の名称等 不開示とした場

所 

不開示理由 

文書６４９ 

２１０５１１大臣会見

想定 

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６５０ 

２１０５１４大臣会見

想定  

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６５１ 

２１０５１４大臣会見

想定 

  

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが
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あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６５２ 

２１０５２１大臣会見

想定  

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６５５ 

２１０６０１大臣会見

想定  

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６６４ 

２１１１１６グループ

行政機関の直通

番号及び個人の

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ



152 

インタビュー問１８  携帯電話番号 って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６６５ 

２１１１１６グループ

インタビュー問１９ 

 

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

文書６６６ 

２１１１１６グループ

インタビュー問２０  

行政機関の直通

番号及び個人の

携帯電話番号 

特定の個人の携帯電話番号につ

いては，個人に関する情報であ

って，公にすることにより，個

人の権利利益を害するおそれが

あるものであることから，法５

条１号に該当。 

行政機関の直通番号について

は，国の機関が行う事務に関す

る情報であって，公にすること

により，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるもので

あることから，法５条６号柱書

きに該当。 

 


